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はしがき
1985年 9月の，いわゆる， "G 5"1lは， 世界舞台での派手な経済演出であ
り，マネー実験でもあった。その効果は，その後の経済現象・構造面にてきめ
んに現われた。それを称して，政治が経済に優先する格好の事例とみる向きも
あり，あるいは，たんに政治が触媒作用をしただけで，経済の自律的メカニズ
ムは竜も犯されてはいないとする見解もあり，評価はさまざまである。それは
ともかくとして，その衝撃は，経済正常期においては，あたかも「完全な神」
の「見えざる手」によって操られているがゆえに， 「不完全な人間」には感触
できないかにみえた経済メカニズムの「手の内」を 1つ1つにいたるまで鮮か
に浮き彫りにしてみせてくれた。
国際収支，貿易収支，経済成長率，物価動向，雇用状態などの「ファンダメ
ンタルズ」の間での相互作用，連動，因果関係は，まことに，教科書どおりで
あることが，素人目にも判明したのである。
しかも，この衝撃波は，このような経済現象面に変化をもたらしたにとどま
らず，国民経済規模での産業構造面での矛盾や歪みをも曝き出し， 日本の経済
体質にしっかりビルトインされていたかにみえた輸出貿易構造にゆさぶりをか
け，これを契機にして，これまで不透明だった流通機構や不可侵とされていた
農業機構や金融機構にも，批判のメスがいれられるような情勢になってきたこ
とはまことに意義深いものというべきであろう。
1) "G5" (5カ国蔵相会鏃）後，急激にして大幅な円高進行を背景に， 1986年10月末，
宮沢蔵相とベーカー米財務長官とで結んだ「為替安定」の日米蔵相合意(1ドル=150
円台の前半から 160円台前半までの幅の相場での安定）も空しく， 1987年 1月19日11
時19分現在の瞬間風速は， 1ドル=149円98銭と，ついに 1ドル=150円の大台を突破
した。なお， 1987年 2月21,22日， パリで開催された "G5" および "G7"で，
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1985年9月以降のドル高是正に終止符を打ち， 現在の相場水準での安定をめざし，
1986年10月での日米蔵相合意の結果を多国間に広げたいという趣旨で各国間で合意し
た。 1987年 2月23日現在， 153円／ドルで推移している。
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春季賃上げ闘争もまた，その影響の例外とはなりえなかった。その影響はま
ことに深刻である。思い起こせば， 日本経済が高度成長路線に乗り移り，これ
と符節を合わせるかのごと<, 太田・岩井コンビによる， いわゆる，「春闘賃
上げ方式」が登場して以来， その間， しばしば「春闘の終焉」を宣せられつ
つも， この方式は約30年にもおよぶ命運をたもってきたのである。 しかも，
毎春の闘争は，いうところの「労使の喧嘩祭り」2)であり， 数人の「春闘男」
（政府は黒幕）の間で演ぜられた人臭い「取り引き」でもあった。もちろん，こ
の「取り引き」の結果としての妥結率には，経済の好，不況が色濃く反映はし
ていた。しかし，そのなかにあって，労使間での演出の巧拙がその結果にかな
りの影響をおよぽしていたことも否定できない。またこそ，春闘賃上げ率の予
測に使用された「賃金決定関数」式に，労組への経営側の配慮としての「労使
関係要因」を，ダミー変数として加える試みも紹介されたのである（後述の注
12)参照〕。
ところで，「'86春闘」では， "G5" が経過的措置にとどまるであろうとの
憶測もあって，例年のごとく「型どおり」の「儀式」がとりおこなわれた。経
営側の提唱する「生産性基準原理」〔2の(1)で後述〕とこれを迎い撃つ労組側
の「逆生産性基準原理」〔2の(2)で後述〕とが相互に交錯した。が，「'87春闘」
にあたっては，円高の硝煙が戦線の全域を掩い，労使の人影はまばらで，おぼ
ろにかすみ， 両陣営の砲列も空砲が散発的にこだまするだけで， すっかり，
「鳴」をひそめたかの感がある。春闘舞台での立役者の演技の場はもはやない
のだといった声も聞かれる昨今である。このような事情を背景に，由緒のある
春季賃上げ闘争が辿ってきた「こしかた」を回顧し，その「ゆくすえ」を展望
し，その分析結果をふまえて，「'87春闘」賃上げをめぐる諸問題を検討し，＜
わえて，春季賃上げをとりまく日本の賃金決定機構の輪廓を明らかにしてみた
しヽ。
2)芦村庸介著「大企業労使の確嘩祭り」 1982年， 日本労働協会。
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1. 賃上げの概念と春季賃上げ
「春季賃上げ」が， その展開を， 高度経済成長の始動と期をーにし， しか
も，その決戦の山場を，毎春の2, 3月に集中させたことは，この賃上げ闘争
を成功にみちびいた主要因子であるとみてよいであろう。つまり，高度経済成
長にともなう労働力需給のひっ迫は，とりわけ，低学歴新規学卒者を軸とする
若年労働力の需要へと向かわせた（その当時において，若年労働力は相対的に豊富で
あり，そのためもあり，また，年功賃金制度の影響もあって，これらの層は低賃金層でも
あった。しかも，この種の労働力が第1次技術革新下の機械化，設備化にともなう単純労
働への要請もあって，従来にくらべ，それなりに有効な労働力となりえたことも，経営に
とって幸いした）。 この結果， これらの層の初任給は急上昇気運にあった。春闘
賃上げ終息期を， 3月， 4月に集中させたのは，賃金支払能力が見通せる年度
会計決算期に照準を合わせるという意味合いもさることながら，それよりもな
によりも，この時期に大量の新規学卒者が労働市場に集中的に参入する日本の
特異な労働慣行が意識されたことはいうまでもない。要するに，これらの新規
学卒者の需給のひっ迫によってもたらされた初任給の急上昇を挺として，年功
序列賃金制のメカニズムを通じて，在職者の賃上げに伝導させ， いわゆる，
「在職者の賃金手直し」による全般的な賃上げを実現するところにねらいがあ
ったわけである。 ところで， このような大量の低賃金若年層の企業への流入
は，その企業の労働者構成を若年化させ，その結果，全般の賃上げにもかかわ
らず，ベース賃金（平均賃金）は，逆に低下した企業も時期（高度成長後期になるに
したがい，この傾向は弱まっていったが）もあったということは， 最近の状況と比
較し，隔世の感がある。なお，最近，春闘をとりまく労組にとっての悪材料を
背景に，毎年打ち出す息切れがちな春闘よりも，力を貯めて， 2, 3年または
数年に一度の形で春闘を打つべきだといった戦術の転換を提案するものもある
が，労組の組織力が弱まっている現在，その効果にいっそうの限界があること
は明らかである3)。
3)これに関連した一つのエビソードがある。春闘華やかなりし頃， したがってまた，総
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ところで，毎春における攻防の焦点とされる賃上げ額や率には，いわゆる，
「ベ.....:スアップ」俗称「ベア」（賃金率の引き上げ）と「定期昇給」俗称「定昇」
とが含まれるのが普通である。
衆知のように，賃金引き上げには， 「昇進」のように， 労働者の能力，資質
が向上したとか，また，それにともなって，より高い職責をはたすとか，上位
の職位に就いたとかを理由とする賃金増額もあれば， 「昇給」のように，習熟
度の上昇に見合う賃金増額とか年齢・勤続年数増加にともなう生計費増をカバ
ーするための賃金増額もある。これに対し，「ベア」は， 労働者の属性を不変
とし，労働者，企業をとりまく経済環境の変化に対応するための賃金増額とい
える。すなわち，ベアとは①企業業績の恒常的拡大にともなう賃金支払い能力
の増大（短期的拡大には，ボーナス増で対応する）， ②社会的に労働者生活様式が
向上しtこことにともなう労働力の再生産費の増大， ⑧賃金の世間相場の上昇
（産業国民経済の成長率の増大とか労働力需給のひっ迫などを背景に）を積極的誘因
とし，物価上昇にともなう労働力の再生産費の目減りに対する実質的補償を消
極的誘因とし，労働力の価格（賃金率）の見直しによる賃金増額である。
このように， ベアの定義には， 職責とか職位とか， さらには， 労働者の年
齢，勤続年数などの属性や家族構成を一定とするという前提があるので，昇進
にともなう賃金増額はむろんのこと，定期昇給による賃金増額は当然ベアから
除かれることとなる。原理的にいえば，たとえば，全員4%のベア率による賃
金増額は，当然のこととして，その企業は4%の賃金原資増となるが，たとえ
ば，特定企業の昇給率が2.5%というケースでは，労働者の入退職の整序的な
リサイクリングを通じて， 労働者構成が企業内で一定にたもたれるかぎり，
評も隆盛期にあった高度経済成長の最中に，当時，筆者が在籍していた労働省の賃金
講習会に講師として招聘された総評事務局長， 岩井章氏が， 労組の力が弱いからこ
そ，春闘を毎年打ち出し，戦闘力を連続的につないでいく戦術をとらざるをえないの
であり， 2, 3年または数年に一度，春闘を打打ち，その間に蓄積した破攘力を一気
に噴出させるべきだとする議論もあるが，この戦術は，逆に，その間に戦闘力を冷却
させてしまう公算が大きいと静かに述懐したのが印象的であった。
29 . 
1560 闊西大學『経清論集」第36巻第6号 (1987年3月）
「昇給内転」の法則が作動し，賃金原資は「ビク 1文」ふえないというカラク
リになっている。ただし，労働者構成が高齢化する度合いに応じ，たとえば，
その企業の労働者構成の平均年齢が1年間で0.6歳高まると，簡単にはじけば，
1. 5彩(2.5%XO. 6)の賃金原資増をきたす計算になる。上述したように，春闘賃
上げの計算に，定昇分が含まれることになっているのは，近年，若年労働者の
流入が相対的に少なくなり，他方，定年延長などもあって，労働者構成が高齢
化し，定昇分の相当部分が賃金原資増にはねかえる傾向が強いという事実をふ
まえたものともいえる (2.5彩の昇給率の場合，若年層の入職者が1人もなく， 1人の
離職者も， 1人の定年退職者も出ないとすれば， 1年後には，労働者構成は確実に 1歳高
まり，まるまる， ?.5彩の賃金原資増となる）。
なお， 春闘賃上げ率の算定は， 通常， 1人当たり平均基準内賃金（ベース賃
金）に対する割合で表示される。このような表示は，経営サイドからみて， 労
務単価の算定基礎として役立てているわけで，その具体的な個別配分は，経営
側のイニシアティヴの強い賃金体系管理を通じておこなわれ，労働者間の賃金
格差問題に関しては，「労働組合不在」の色彩が濃い。もっとも， 一部の業種
で， 特定属性を基準にした賃上げ要求方式，いわゆる，「個別賃金」方式4)が
実施されてはいるが，それほどの普及はみせていない。
2. 賃上げの制度的仕組みと機能
「賃上げ」は，マクロ的・政策論的にみると，国民経済成長の成果の労使間，
労働者間への公正配分を通じて，物価安定を保障しつつ，勤労者生活水準の安
定・向上を指向するものとされる。ところで，この賃上げ図式も，経済・社会
環境によって， その視点， 重点のおきどころはおのずと異なってきている。
これまでの賃上げの経緯を時期区分すると，以下のようにみることもできる。
4) 「'87春闘」賃上げにおいて， 鉄鋼労連は， 35歳男子・勤続17年昇給額3,800円プラス
年間休日 3日増の要求を決定している（狭義の「ベア」は断念）が， この要求方式を
「個別賃金」方式という。
30 
賃金決定機構の変容と春季賃上げの構図（川野） 1561 
① 経済成長期……生産性向上を促進させ，その生産性成果を配分する観点
から，物的，価値的労働生産性と賃上げとをどのようにリンクさせるべきかに
労使の関心が向けられる。
③ インフレ高進期……物価安定を保障することを前提としながらも，イン
フレによる賃金購買力の減価をカバーすべく，主として，消費者物価の上昇分
を名目賃金にどのように織り込むべきかに焦点がしぼられる。
③ 経済停滞期……低額または低率賃上げの環境下で，労使間，労働者への
公正配分が重視され，．ベアと定昇とのからみなど，主として，制度面に関心が
向けられる。
賃上げ方式を，若干，視点を変えて，制度論的・機能論的にあつかうと，物
価論と分配論の局面から，以下， 3つの賃上げ方式，すなわち，①労働生産性
向上・物価安定指向（生産性基準原理），③生活安定指向（逆生産性基準原理）および
③労使関係安定指向（分配安定原理）に分類することもできる。
〇＝物的生産量； L=労働投入量（総労働者数または延労働時間数）； P,=総合物
価（卸売物価＋消費者物価とみるもので，具体的な統計は存在しない架空の数値である。
GNPデフレー ター とも異なる。）
Pc=消費者物価； W=労働投入量単位当たり賃金とすると，次の「定義式」，
励=R(労務費率）が成立する。
「定義式」は，「関数式」〔 3の(2)で後述する〕のように変数間の因果関係を
示すものではないから，変数を両辺に自由に移項することができるので，この
「定義式」を変形して， 3つの賃上げ方式を示すと，以下のとおりである。
① 労働生産性向上・物価安定指向（生産性基準原理）
゜W=-・ L P,・R ↓ 
W= 0 WL L P, • 一↓ P,O 
W= 0・WL L 0 
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且賃
労働単位（たとえ
は， 1人1時間）
当たり名目賃金
(1987年3月）
金=物価労働生産性 x賃金コス
労働単位（たとえ 物的生産量単位（たとえ
ば， 1人1時間） ば， 1mm鉄板1トン）
当たり物的生産量 当たり名目賃金総額
ト］
??
生活安定指向（逆生産性基準原理）
四-~吋 ・Pt・R
P. ↓ 
W O P1 
万勺：・冗・R
［実質賃金＝物的労働生産性x消りt:『価X労務費率］
． 
消費購買力で
みた労働単位
当たり賃金
生産岱止）総
額にめる賃
金総額の割合
??
(1) 
労使安定指向（分配安定原理）
・W==l辺 ・R
L 
［名目賃金=価値的労働生産性x労務費率］
労働単位当たり生
産額または売上額
それぞれの賃上げ方式について，詳述する。以下，
労働生産性向上・物価安定指向（生産性基準原理）
［名目賃金=物的労働生産性x賃金コスト］→W=-・-0 WL L 0 
この賃上げ方式は，賃金コストを一定とする前提に立って，労働単位当たり
の名目賃金を物的労働生産性の変化に対応させて，引き上げる方式であり，物
価安定を前提とする（少なくとも，労務費に関するかぎりは，単位生産量当たりの価格
を一定にたもつ）コスト理論に立脚した労働生産性向上刺激方策であるといえる。
日経連が， 1969年以降唱導してきた「生産性基準原理」とは，
な名目賃金上昇率を国民経済生産性上昇率（実質経済成長率から就業者の増加率を
全国の平均的
差し引いたもの，つまり，就業者1人当たり実質経済成長率）の範囲内にするという
ものである。この原理にしたがえば，
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産業（賃金水準も平均以上であるのが一般である）は， 当該業種または企業の生産性
の伸び率だけ名目賃金を引き上げてもよいというのではなく，当該業種または
企業の名目賃金上昇率を，この全国レベルでみた平均生産性上昇率にとどめ，
それを上回った部分を，自社製品価格の低下を通じて，消費者に生産性成果の
一部を均需させるとともに，設備投資その他にも振り向け，労働の資本装備率を
高めて，生産性向上をはかろうとするものである。他方，平均生産性上昇率よ
りも低い産業， 企業（賃金水準も平均よりも低いのが一般である）は， 当該業種また
は企業の賃金上昇率を平均生産性上昇率まで引き上げる（日経連の現実の指導方
針としては，その産業，企業の生産性上昇率の枠内に，名目賃金上昇率をおさめるべきで
ある一一日経連的感覚でいえば，「身分相応に」一ーとするが）ことにより，国良経済
全体としては賃金コストと賃金格差構造とを安定させようとするところにねら
いがある~(第 1 図）。したがって，低生産性部門では，生産性を上回る賃金増に
ともなう経営負担増は，労使の生産性向上努力によって吸収させようとするも
のである（低賃金水準即低労働生産性の環を断ち切らせる意味合いもある）。
このように，生産性基準原理は，生産性向上政策を展開しながらも，高度経
済成長にともないがちなインフレ化を鎮静させるための物価安定政策と，同じ
く，高度経済成長にともなって発生しがちな生産性格差拡大にともないがちな
賃金格差の増大を阻止しようとする含みがある。
(2) 生活安定指向（逆生産性基準原理）
〔実質賃金=物的労働生産性x総合物価消費者物価x労務費率〕→ = 
W O P、
P. L P. ・R 
この賃上げ方式は労組団体の研究機関とされる経済・社会政策研究会が，
1984年に提案したもので，．物的労働生産性にリンクすべきものは，名目賃金で
はなくて，実質賃金であるべきだとするもので，日経連の生産性基準原理に対
する「報復状」でもある。ところで，総合物価と消費者物価とが全く同一の動
p 
きをするものと仮定すれば， この定義式における上は消失し，物価問題を不問
P. 
に付すことができるので，物的労働生産性上昇率に実質賃金をリンクさせるか．
33 
1564 闊西大學「継清論集」第36巻第6号 (1987年3月）
〔
????
?
???????
X 
?
?
→年次
第1図 生産性基準原理における労働生産性と名目賃金との関連
注） X線＝高物的労働生産性・高賃金水準業種・企業群の物的労働生産性上昇曲線
“線＝ の名目賃金目標上昇曲線
Y線＝平均物的労働生産性上昇曲線；平均名目賃金の目標上昇曲線
Z線＝低物的労働生産性・低賃金水準業種・企業群の物的労働生産性上昇曲線
z線＝ の名目賃金目標上昇曲線
ぎり，労務費率を一定とすることができるわけである。つまり，同研究会を
していわしむれば， 実質賃金を物的労働生産性にリンクさせてこそ， 分配率
（ラフではあるが， 労務費率を一種の分配率とみることができる。 この点については， 2 
の(4)で後述する）が安定するというのである。要するに， 生産性基準原理では，
賃金コスト(WL 叫あるいは総合物価CA)と労務費率(R)とを，逆生産性基準原
理では，晶誓物価価（化）と労務費率とを一定とする，あるいは一定とすること
がのぞましいという前提がおかれているということである。したがって，労務
p 
費率を一定にたもつには，前者は P,が，後者では，上が一定でなければならなP. 
いことになる。では，現実の動きはどうか。第 1表を参照しながら検証しよ
う。第 1表でみるように，消費者物価は卸売物価よりも上昇率が大きい5)ので，
5)第1表にみるように，消費者物価の上昇率が卸売物価のそれよりも大きいのは，大雑
把にいえば，前者は，労働生産性の上昇率が低い消費財， とりわけ，サービス財を含
むからである。
34 
賃金決定機構の変容と春季賃上げの構図 (JI!野） 1565 
第 1表 賃金・物価•生産性等指数の推移ー製造業一 (1980年=100.0)
1970年 1975年 1980年 1985年
① 名目賃金(W) 29.3 67.2 100. 0 125.1 
③物的労働生産性（名） 50. 7 66.2 100.0 123.9 
③ 賃金コスト〔①+R〕（臀） 57.8 101. 5 100. 0 101. 0 
④ 実質賃金〔①＋⑤〕（閃） 69.2 92. 6 100. 0 109. 2 
⑤ 消費者物価(Pc) 42. 0 72.5 100.0 114. 5 
⑥ 卸売物価cPw) 51. 5 77. 1 100.0 100. 0 
⑦ 労務費率（器） 148.6 121. 6 100.0 104. 5 
⑧ 労働分配率（邸—WPL/0') 94.1 121. 5 100.0 100.5 
（注）肝〇’＝原材料費，動力費，減価償却費等
〔資料出所〕名目賃金＝労働省，物的労働生産性一日本生産性本部，消費者物価ー総
理庁，卸売物価一日本銀行，労務費率；労働分配率ー通産省
卸売物価を含む総合物価の上昇率は，消費者物価のそれよりも当然小さく，そ
p 
の結果，」は一定であるどころか，小さくなる傾向にあるため，実質賃金を物
Pc p 
的労働生産性にリンクさせるかぎり，」の数値が小さくなっていく分だけ，労
Pc 
務費率つまり，分配率は引き上げられることになり，逆生産性基準原理は，分
配に関しては，現実には，労働者に有利に作用するはずである凡
ところで，生産性基準原理を，この分配論の観点から再検すれば，以下のよ
うである。上述したように，り•塁合三Wを変形すれば， 2r. p,. 閃§=wで
あるから，生産性基準原理がいうように，名目賃金を物的労働生産性にリンクさ
せようとするかぎり，分配率（労務費率）と総合物価のいずれも一定にしなけれ
ばならないということになる。しかしながら，現実には，総合物価も，消費者物
6)第1表にみるように，労務費率の実態は上昇どころか，低下傾向すら示している。し
かも， 注目すべきは， 第1次オイルショックをはさんで， 物価は狂乱的に高謄した
が，労務費率は著落し（これは，賃金コストの上昇も大きかったが，資本コストのそ
れがより大きかったからである）， その後も， 労務費率は低落気味に推移している。
これは，実態が，逆生産性基準原理どおり動かず，第1表にみるように．物的労働生
p 
産性の上昇率が，実質賃金のそれよりもかなり大き<. ..1の減少程度（具体的に計測
Pc 
できないが）を上回ったからであろう。
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価ほどではないが，かなり上昇しているから，結局，分配率をその分だけ低く
しなければならず， 日経連が唱導する生産性基準原理は，分配に関しては，現
実には，労働者に不利に作用している勘定になる”。つまり，第 1次オイルシ
ョック後の1975年以降の現実はほぼ，生産性基準原理どおり，名目賃金は物的
労働生産性の動きにそって変化し，賃金コストの安定に資したが，消費者物価
も卸売物価も上昇し，いうところの「価格安定」は実現できなかった。要する
に，賃金コストの価格安定にもかかわらず，資本コストの価格安定が実現しな
かったからである。これをマクロ的にみると，たとえば，就業者 1人当たりの
実質経済成長率がゼロで，消費者物価が 5彩上昇した場合，生産性基準原理に
したがえば，名目賃金上昇率もゼロに釘付けされ，現状どおりである。ところ
が，今年度の総生産分中の賃金財（賃金で購入できる消費財）部分も実質的には昨
年どおりであるのに，名目的には， 5彩インフレートされているのだから，こ
れを昨年どおりの名目賃金部分で購買することになり，購買された賃金財は 5
彩目減りし（つまり，分配の実質的低下），その目減りした分は， 賃金労働者以外
の階層へ帰属したことになる。
ところで，逆生産性基準原理は，原理的には 総合物価'消費者物価と労務費率とのい
ずれも一定にたもたれるかぎり実現されるが，この場合，消費者物価と総合物
価のいずれもどれほど上昇しても，同一割合で上昇するかぎり 総合物価＇は'消費者物価
一定にたもたれるし，総合物価と賃金のいずれもどれだけ上昇しても， P,Oと
WLとが同一割合で増加するかぎり，労務費率は一定にたもたれるというこ
とであるので，この原理は，そもそも，物価安定という面は意識しておらず，
むしろ，分配安定もしくは分配向上を企図しているものといえる。
このようにみてくると，生産性基準原理は高度成長期でインフレ過熱とりわ
7)第1表にみるように，名目賃金と物的労働生産性とは，第 1次オイルショックを
はさんだ1970~1975年を除き，ほぼ同一の歩調をとったので，生産性基準原理どお
WL り，賃金コスト（て）は一定にたもたれた。いいかえれば，総合物価 (P,)の
・ 上昇分だけ，労務費率（尻も）が低下したということになる。
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け，賃金インフレ気味の経済環境下で有効であるが，逆生産性基準原理は原理
どおりに機能すれば労働側への有利な配分を通じて，輸出環境が悪く，内需拡
大が切望されている景気停滞期にあって，設備投資誘因が弱く，経営側の投資
性向が十分でないため，労働側の消費性向が期待されるような経済環境下で有
効に機能するものといえる。
(3) 労使関係安定指向（分配安定原理）
〔名目賃金=価値的労働生産性x労務費率〕→W==J3_Q・R 
. L 
この定義式からも容易にわかるように， 1人 1時間当たり，売上額や生産額
の伸び率だけ名目賃金をふやそうというもので， このかぎりでは，分配率（労
務費率）は一定にたもたれるが， 逆生産性基準原理の場合と同じく， 物価に歯
止めをかける機能に乏しい（既述したように，物価が上昇しても，労務費率は一定に
たもてるから）。
この原理を利用したのが，いわゆる，インデクゼーション (INDEXATION)
と呼ばれるもので，インフレ被害の補償措置としてとられた調整インフレ賃金
政策であり，プラジルなどの南米諸国で，インフレ過熱に油をそそぐ元凶とな
った歴史をもつ。
W 0 なお，この定義式を変形すれば，一芦三ー ・Rとなる。 この式は， 分配率をP, L 
一定にたもちつつ， 物的労働生産性に一種の実質賃金（名目賃金を総合物価でデ
フレートしたもの）をリンクさせるもので，・ 逆生産性基準原理に類似した機能を
もつものといえる。また，この賃上げ原理は，価値的労働生産性に名目賃金を
リンクさせるかぎり，労務費率を一定にたもてるから，分配論的観点からいえ
ば，労使のいずれにも中立的であり，資本側に有利な生産性基準原理と労働側
に有利な逆生産性基準原理との中間的位置を占めているといえる。
(4) 賃上げの制度的仕組みの問題点
以上 3つの賃上げ原理を相互に比較すれば，どちらかといえば，生産性基準
原理は物価安定を重視し，逆生産性基準原理ならびに分配安定原理は，物価面
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よりも分配面に重点をおくもので，労使双方の立場論もさることながら，それ
らの立場を越えた状況判断的対策（前者はインフレ期に，後者の2つはデフレ期に有
効に機能する）ともいえよう。
なお，以上の賃上げ方式をめぐって，若干，コメントしておきたい。
① 分配率は，マクロ的にみれば，労務費率で代理させても大きな誤りはない
が，個別企業の立場からみれば，労務費率よりも労働分配率（付加価値に対する労
務費の割合）の方がより適格である。すなわち，個別企業的立場でみるかぎり，た
とえ，労務費率が一定でも，原材料その他のコストの割合が相対的に大きくなれ
ば，労働分配率は大きくなり，経営負担がふえる。つまり，資本の取り分である付
加価値（賃金を除く）はそれだけ少なくなる。したがって，とくに，分配安定原理
としての賃上げ方式 W==P,O WL P,0-P,'0'WL L P,O を変形した W== L . P,0-P,'O' 
（ただし， P,'O写原材料，動力費，・減価償却費金融費用等）の方が， 賃上げの分配
原理として，より適切であろう。この賃上げ方式は，労働単位当たりの狭義の
価値的労働生産性（名目賃金十名目利潤）の動きに労働単位当たりの名目賃金をリ
ンクさせ，労働分配率（狭義の分配率）を一定にたもつことができる。要するに，
この賃上げ方式が実施されるかぎりは，労働の取り分としての賃金と資本に婦
属すべき利潤との間に，より公正な配分がたもたれるというわけである。いう
までもなく，この場合も，物価問題は考慮されていない，つまり，当該労使ヘ
の配分以外の配慮はなされていないとみてよいであろう。
゜R 物的労働生産性（ァ）は，「重厚長大」を中心とする「モノ」不足時代における， 労働単位当たりの物的生産物を増大させようとする， いわゆる，「生
産性向上」運動に用いられたインデックスであった。
ところで，「モノ」余り現象が一般化し， サービス経済化に移行し， かつ，
労働と余暇との選好から，労働時間短縮傾向が強まるにともない，この指標の
読み替えが要請されてくる。 ゜L すなわち，労働生産性の増大，つまりェの増大ということは，その逆数(a)の減少を意味するから，物的労働生産性の向上と
は，裏を返せば，物的生産物単位当たりの労働量を減少させることにはほかな
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らない。このようにして，二次産業部門において節約された労働量は，三次産
業に転用され，有効活用される可能性をもち，他方，一定単位の生産物をつく
るための所要労働時間数を縮小させることは，余暇時間の増大につながること
はいうまでもない。
③サービス経済化にともない，サービス財の物的測定が技術的に困難または
不適当な局面が拡大していくことはさけられない。とすれば．サービス財の物
的生産量 (0)とか物的労働生産性(%)とかと賃金をリンクさせるような賃金決
定方式の有効性が問われてくる。たとえば，診療医の物的労働生産性を，治癒
の程度も考慮せずに， 1日に処置した患者数を指標とするとか，有効な予防措
置を講じたばかりに患者数が少なければ，その医師の物的労働生産性は低く評
価され，給料も低くてよい（開業医の場合は，収入が少なくなる）といった極端な事
例も出てくることになる。したがって，医療とか教育などの高度なサービス財
の生産性は定量評価よりも定性評価，物量的評価よりも価値的（価格的）評価の
方が有効なケースが多い。もっとも，価格的表示が，高度なサービス財の質的内
容を適格に反映しているかどうかについては，種々の問題が提起されている見
3. 賃上げと賃金決定環境の変化
(1) 賃上げと賃金決定要因
1955年以降の賃金動向を， 1人当たり雇用者所得（国民経済レベルの賃金指標）
の対前年上昇率でみると，趨勢的には， 1973年10月に発生した第 1次オイルシ
ョックを境にして，それ以前は加速的，それ以降は減速化傾向を示し，しかも，
春季賃上げ率の推移とほとんど同じトレンドをたどっている。このことは，民
間大手企業が中心的役割を果たしてきた春季賃金交渉の妥結結果訊国民経済
レベルの賃金動向に大きく寄与していることを物語っているといえる。賃上げ
8)この点に関しては，以下の著書を精読されたい。 VictorR. Fuchs, "The Service 
Economy" published by National Bureau of Economic Research, New York 
1968. 
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第2表 1986年賃上げ額決定要素別企業構成比
計 企業業績世間相場畠喜．塩名物価上昇忽屡旦係その他
第1順位のみ 100.0 69.7 19.6 3.4 1. 3 5.2 0.8 
(100. 0) (63. 7) (25. 7) (3.0) (2. 1) (4.1) (1. 3) 
順 位 計 100.0 91. 6 78.6 30.8 31. 5 53.8 9.5 (100.0) (89.4) (77.1) (32.2) (40.-2) (47. 1) (3.2) 
（注） L 「順位計」における数値は，第1,第2および第3順位の累計
2. ( )内は1985年の数値
（資料出所）労働省
時期を規模別にみると，規模の大きい企業が， 3, 4, 5月期に集中し，規模
が小さくなるにしたがい，賃上げ期がずれこみ， 1年間のラウンドで，大手で
の賃上げが一定のタイム・ラグをもって，中小規模企業へ浸透していく姿が画
かれるのも興味深い。
「賃金引き上げ等の実態に関する調査」によって， 1986年賃上げ額決定要素
別企業構成比を規模計でみると，第2表のとおりである。
ここで，「世間相場」という要素に関していえば， 世間相場の元をたどって
いくと，なんらかの賃金決定要素にもとずいて賃上げしたものと想定できるか
ら，そのフォロアーも，間接的に，その賃金決定要素を選定したものと類推す
ることができる。とすれば，この表でみた「世間の相場」の比率は，結局，そ
の他の要素間に按分するのが適当であろう（もっとも， 3の(2)で後述するように，
賃金決定関数における変数の1つに，前年度の賃上げ率を加える例があるが，これは，こ
の「世間相場」という要素を，他の賃金決定要素とは独立の変数とみたてた方法ではある
が）。このようにみていくと， 賃金決定を支配する要因は， 企業業績（賃金支払
能力）， 労働力の確保・定着（労働力の需給関係）， 物価上昇（実質賃金確保）および
労働関係の安定（労使安定要因）9)に集約できる。
9) 「労使安定要因」を賃金決定関数式の変数として挿入した試みは，たとえば，組合の
組織率とかスト件数とかの年次的推移を数量化して，用いているが，いずれも良好な
結果を得ていない。 これに対し，「労使安定要因」は計址化しえないとして， 賃金決
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以下，通説にしたがって， 消費者物価（実質賃金維持圧力）， 物的労働生産性
（賃金支払能力）および有効求人倍率10)(労働市場圧力）の動向によって， 賃上げ率
が影響を受けるものとして，賃金決定関数式を展開することとする。
(2) 賃上げと賃金決定関数式の展開
各年の賃金上昇率を被説明変数，消費者物価，物的労働生産性および有効求
人倍率を説明変数として，賃金決定（または調整）関数式を導出する。
賃上げ率を w,消費者物価上昇率を“，物的労働生産性変化率を y,有効求
人倍率を Zとすると，賃金決定関数は， 重回帰方程式として， 次のように設
定される。
W戸 a+bxi+cyi+dZi+ei・………………〔 1〕
〔iは年次の符号；a, b, cおよび dは常数； eは撹乱項〕
上式を年次別に展開すれば，以下のとおりである。
定関数にダミー変数を挿入する試みがあることは「はしがき」でもふれた〔後述の注
12)参照〕。
10)労働力需給のひっ迫度の指標として，失業率（の逆数）が用いられるが，一般論から
いけば，有効求人倍率の方が，労働市場をより敏感に反映するものとされている。し
かし，以下の労働省推計によると，両者いずれの指標を用いても，賃金決定関数の信
頼度にはさほどの差異はないことがわかる。
賃金決定関数の計測 (1965~1984年）
失業率の逆数(1/U)を用いた場合
W=-11.837 + l.187x + 117.Sy + 6.819(1/U) 
(11.175) (4. 057) (1. 847) 
万=O.928 D.W.=1. 675 
有効求人倍率(Z)を用いた場合
W= -11. 545 + 1. 249x + 143. 2y + 1. 241Z 
(8.040) (3.263) (0.408) 
R2=0.913 D.W.=1.718 
ただし， X=消費者物価指数；Y=企業利潤対 GNP
（ ）内数値は t値；序＝自由度修正済決定係数
D.W.=ダービン・ワトソン比
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W1=a+如 +cJ1+dZ1 +e1 
W戸 a+加 +cy2+dZ:けe2
W戸a+bぷ+~炉幽+ei
W,.=a+bxn+cyn+dZn+en 
〔T1,T2,・ …・T……Tnは年次； nは年次数〕
〔I〕式を変形すると，
ei= W;-a-bxi-cyiー 払……………〔I〕
e; 〔撹乱項または分散度）がEB,
ei←…•吋(n 数）を合計すると孟がとなる。したがって，〔 II 〕式は次のように
eで相殺されないように 2乗し，が， ea2,
展開される。
n n 
:Ee2;=~ (W;-(a+屈 +cyi+dZ;)}2=S…・・〔I〕
i'=l 171 
〔I〕式を最小にする（分散をなくする） ような， a,b, cおよび dの値を最
小自乗法によって求める。
Sを最小にするには， Sを， a,b, cおよび dでそれぞれ偏微分して， 0と
置いて作った連立方程式を解けばよい。
as as as .as つまり，一ーーおよひーがそれぞれ0になることは「傾きがない」
aa• ab• ac ad ．．．．． 
と，すなわち， a,b, cおよび dで偏微分増しても， asはそれ以上減少しない，
こ
ということであり， その場合の a,-b,cおよび dの値を求めるわけである。
要するに
as a -=2:Eー{W;-(a+bが+~炉 dZ;)}-aa aa 
x {W;-(a+bxi+cyi+dZ;} nJ 
=-2~{W; —(a+bxi+~ 炉 dZ;)}=O 
:. 工{W;-(a+如 +cyi+dZ;)}=O……• ….. ……... ……① 
同様にして，
11) / (x)=ll(x) x V(x)を“で徴分すれば， f'(x)=U(x)x V'(x)+び(x)xV(x)
したがって， f(x)=(U(x))2を“で徴分すれば， f'(x)=2U'(x)x U(x) 
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as a -=2:Eー {W;-(a +bxi +cyi +dZ;)} 
8b 8b 
X {W; ー(a+bxi+cyi+dZり）
= -2:Eぷ;{W;-(a+bxi+cyi+dZ;))=0 
:. L'.x;{W;-(a+bxi十cyi+dZ;)}=0・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・R 
同様にして，
as 
ac ―-= -2D,;{W;-(a+bxi+cyi+dZ;)) =0 
:. D,;{W;-(a+bxi+cyi+dZ;)} =O……………………⑧ 
同様にして，
as 
8d -=-2:EZ;{W;-(a+bxi+cyi+dZ;)} =0 
:. L'.Z;{W;-(a+如 +cyi+dZ;)}=0・ ……•• ……………④ 
さて，①式を展開すると
{W,:--(a+b功+cy,+dZ,)) + {W2ー (a+如 +cy2+dZ2))
……+{Wn―(a+bxn+cyn+dZ,,)} =O 
：・ L<W-na-bD—c:Ey—心:Z=O
:. na+b辛+c:2:y+必Z=:EW …••• …………………•••田
同様にして，R式を展開すると，
a匹 +b亨 +c匹 y+心 Z=込 W・………………………••囮
同様にして，③式を展開すると，
a:Ey+b込y+c:Ey2+必yZ=L'.yW ……………………•…••固
同様にして，④式を展開すると，
a:EZ+bDZ+cL'.yZ+d立 2=四 W…..………….. ………••国
かくして， [I], 固， 固および囚式から， a, b, cおよび dの値を求めるの
であるが， そのため， 第 3表から作成した数値を， この田～国式に代入する
と，それぞれ，&~&式が得られる。
田式から 10a+44. 5b+63. 4c+6. 45d=60. 5 ……………△ 
固式から 4. 5a+262. 6b+308c+28. 8d=301. 5 ……•……··& 
固式から 63. 4a+308b+552. 2c+41. 2d=406. l …•………••ふ
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第3表春季賃上率および経済諸指標の推移
年 次 春季賃上げ率 1 上消昇費率者（年物度価） 物上的昇労率働（生年産度性） 有効（年求度人倍）率 ． 
n (=10) W彩 “彩 y彩 z 
1976年 8.8 9.4 12.1 0.64 
1977 5.9 6.7 3.9 0.54 
1978 6.0 3.4 9.9 0.59 
1979 6. 7 4.8 1. 2 0.74 
1980 7.7 7.8 3.8 0.73 
1981 7.0 4.0 2.9 0.67 
1982 4.4 2.4 0.1 0.60 
1983 4.5 1. 9 7.3 0.61 
1984 5.0 2.2 9.0 0.66 
1985 4.5 1. 9 3.2 0.67 
・エW=60.5 工X=44.5 四=63.4 エ~=6.45
工が=262.6 :E炉=552.2 :EZ2=4.19 
l—• :;xy=308—l 
l—工xW=301.5—I•'-四Z=41.2一—I
1 :ExZ=28.8 . 1 
1 :EyW=406. l 1 
:EZW=39. 
（注） 春季賃上げ率 (W彩）は， 賃上げ前基準内賃金に対する賃上げ額（定昇込み）
の割合であり，労働省労政局調べによる東証および大証第1部上場企業のうち，資
本金20億円以上，従業員1,000人以上企業を対象とする。なお，年次ごとに掲げた
数値は，その年次の翌年の賃上げ率である。たとえば； 1985年における賃上げ率
(4.5彩）は，正確には1986年春季賃上げ率のことである。
〔資料出所） 春季賃上げ率一労働省労政局；消費者物価指数ー総理庁；物的労働生産性
一日本生産性本部；有効求人倍率一労働省
国式から 6. 45a+28. 8b+41. 2c+4.19d=39. 3 ……………△ 
&~&式から， a,b, cおよび dの値を求めると，
a=O. 0396 ; b=O. 462 ; c=O. 0543 ; d=5. 594 
したがって，
〔I〕式 W;=a+bが+cyi+dZ;+ei
に，上記の数値を代入して，次式が得られる。
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Wi=O. 0396+0. 462xi+O. 0543yi十5.594Z; ……······••.• ……〔IV〕
（注）この式からの分散はないものとしているため， "e/'は消失したこととな
る。
〔IV〕式の統計的信頼度をテストすると，以下のとおりである。
W;=O. 0396+0. 462が+O.0543yi+5. 594Z; 
(0. 0181) (5. 646) (1. 004) (1. 627) 
SE(標準誤差）=O. 6316 
R.2 (自由度修正済決定係数）=O. 9071 
D W Statistic (ダー ビン・ワトソン比）=2.522 
（注） （ ）内数値は t値である。
この式に，第3表の各年の X,yおよび zの実測値をあてはめて，春季賃上
げ率を計測し，実測値と比較すると，第4表のとおりである。
第4表
I贔年の春贔 計測値 実測値 1 残差 I
彩 96 
1976年 8.6 8.8 -0.2 
1977 6.3 5.9 +0.4 
1978 5.4 6.0 -0.6 
1979 7.0 6.7 +0.3 
1980 7.9 7.7 +0.2 
1981 5.8 7.0 -1.2 
1982 4.5 4.4 +0.1 
1983 4.7 , 4.5 +0.2 
1984 5.2 5.0 +0.2 
1985 4.8 4.5 +0.3 
なお， 参考までに1986年(1687年春季）の賃上げ率を， この算式で予測するた
め， 3変数の最近時の実測値をとると，以下のとおりである。
“彩（消費者物価上昇率）=0. 85lる 1985年］月~9月平均に対する1986年
1月~9月平均の上昇率
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y彩（物的労働生産性上昇率）=1.8彩 1985年1月~8月平均に対する1986年
1月~8月平均の上昇率
z%(有効求人倍率）=0.62 
〔資料出所〕消費者物価指数＝総理庁
有効求人倍率＝労働省
1986年1月~11月平均
物的労働生産指数＝日本生産性本部
以上の実測値を (IV〕式に代入すると， 1986年(1987年春季）賃上げ率の推定
値は， 3.9751%となる。
以上，春季賃上げ率の推計値を誘導してきた賃金決定関数式について，若干
のコメントを以下に列挙する。
① i!f.(自由度修正済決定係数）の ・o.9on・ は，それほど高い数値ではないが，
ともかく，前年度の消費者物価，物的労働生産性および有効求人倍率の動向で
各年の賃上げ率を90彩まで説明していることを意味する。
四=2(e;-e;-1) 
③ D. W. (ダー ビン・ワトソン比）＝ の ・2.522"は， ダービ. ,1 
=l釘
ン・ワトソン比表("Satisticsfor Economists" written by Ralph E. Beals)によ
れば，項数=15,変数=3の場合， dl=O.82, du=l. 75である。このケース，
項数=10,変数=3の場合の diおよび duの値もほぼこれと同じ値であると
見立てると， d=2.522の値は 4-duすなわち， 4-1.75=2. 25と， 4-dlす
なわち， 4-0.82=3.18との間にあるから， この重回帰式は， 「負の系列相関
の判定不能域」に入っているといえる。
⑧ t検定値について
定数項の，t検定値， "0.0181"の数値はきわめて低く， 係数の信頼性はほと
んどない。
・物的労働生産性上昇率のt値， "l.004"および有効求人倍率のt値， "l.627" 
も低<'いずれの係数も信頼性は乏しい。
消費者物価上昇率の t値， "5.646"はかなり高く，この係教の信頼性は，他
の2変数のそれより相当高い。
以上のことをふまえて，この重回帰賃金決定関数式の信頼性と有効性とにつ
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いて，以下のように判定することができるであろう。'
① 定数項は，この賃金決定関数式の構造上， 「定昇率」とみることができ
るが， t値も低く，その係数の値， "0,0396" も小さいことから， このケース
の場合，定昇率とみることは適当ではない。
② このケースでは，賃金支払能力の代理変数として，物的労働生産性指数
上昇率が用いられているが， t値も小さく，信頼度は低い。また係数の値もき
わめて小さい。したがって，すでに 3の(1)でみたように，賃金決定要因の首位
を占めた「企業業績」の代理変数として，この物的労働生産性指数を用いるこ
とは不適当であるとも評量できる。一般的にいえば， 価値的生産性， たとえ
ば，売上高経営利益率，工業製品対原材料相対価格比とか， 企業利潤対 GNP
〔既掲注10)参照〕などを用いる方が，賃上げ率への影響力が大きいことが流
布されているが，その場合でも，賃上げ率に対する説明力が，案外弱いことも
すでに検証されている（となると，第2表のアンケー トでみた経営側の主銀的判断と，
賃金決定関数式で検証された客観的結果との「ズレ」は興味深い）。
⑧ 労働力需給要因の代理変数としての有効求人倍率の t値， "l.627"も低
く，係数の信頼性は低いが， 係数自体の値 ·•5_594" はかなり大きく， したが
．って，有効求人倍率は水面下の0.5~ 0. 7を低迷しているものの，この関数式
では，賃上げ率を2.8彩~496引き上げていることになる。 この場合の有効求
人倍率は， 変化率ではなく， 絶対値が用いられているのは， 労働需給要因は
そのまま，賃金に影響を与えるからである。なお， 0.35~0.4の有効求人倍率
を下限として，それを上回る数値のみを賃上げのプラス要因として用いる例も
あるが，これを使えば:,賃上げ率はかなり低く出ることになる。
④ 実質賃金維持要因の代理変数としての消費者物価上昇率の t値は，かな
り高く，この係数の信頼性が嵩いことが検証されたが，その係数の値， "0.462"
は，消費者物価上昇率1.$lるの上昇に対し，約0.5彩の賃上げが約束されている
にすぎない。
⑥ この種の重回帰賃金決定関数に， 「労使関係要因」として， ダミー変数
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を加え， t値やだを改善した事例も紹介されている12)。つまり， 大型の労組
団体の結成とか大規模ストが発生した年次は，これらの動向に対処すべく，経
営側が「労使関係要因」的配慮から，ベアに匙加減を加えていると想定して，
ダ・ミー 変数に， 1または 2の数値を与えるという試みである。これとは逆の発
想で，自民党が304議席を獲得した1986年には，ダミー変数に "-1・ または“―
がを加えることも考えられる。
⑥ 為替レートは業種によって，賃上げ率にプラスまたはマイナスの影響を
与えるから，為替レート（対ドル）の変化率または絶対値を， 業種別賃上げ率の
計測に，変数として用いることも考えられる。
⑦ 既述したように，賃金決定要因としての「世間相場」を賃金決定関数式
に変数として加えるという意味で，前年度の賃上げ率を用いるケースも紹介さ
れている13)。ただ， 1年前の数値（前年度の賃上げ率）の説明変数で，被説明変数
である今年度の賃上げ率を説明するということは，関数式という数学的手法の
観点からも問題が残る。
⑧ このケースでは， 「年度間」の平均の変数を用いているが， 春季賃上げ
期「直前」の「短期」（たとえば， 4半期）指標の方が，賃上げ率への影響力が大
きいとみる意向も強い。これは，賃上げにおよぽす心理的影響が大きいという
想定にもとずくものである。しかし，その場合，来春季賃上げ率を予測するさ
ぃ，その指標が得にくい難がある（最新指標のため）。なお，年度間の指標を用い
る場合も， 4半期ごとの指標別に，後半ほど，ウエイトを大きくしていくとい
った工夫も試みられている。
⑨ 計測された賃上げ率と実測値との残差は微差であることは，この関数式
で賃上げ率を予測する場合の有効性を裏付けたことには一応なっている。最大
12)神代和欣「賃金決定と労使関係」（日本労働協会雑誌・・・・・・1982年10月号）および同氏
「'87春闘の展望と賃上げ予測」（「賃金実務」....; ・1987年2月15日号）を参照。
13)片田広士「賃上げ率4彩， 9,500円の攻防へ」（「実業の日本」 1986年12月15日号）そ
の他。なお，従来の賃上げ要求方式が，「前年度賃上げ額または率十a」であ・ったこと
もこれと関連しているといえる。
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の残差は， 1981年 (1982年春季）のマイナ 1. 2彩ポイントであるが， これは，前
年にくらべ， 3変数が激減したにもかかわらず，前年の 7.7%の賃上げ率に心
理的にひきずられてきまった（上述⑦および⑧の説明力がある） 7%と計測値の5.8
彩(10年間の経済指標を関数式に反映させた結果としての数値）との間に生じた残差で
あったとみることができる。
既述したように，この関数式によって予測された 1986年度 (1987年春季）賃上
げ率は， 3.9751%(定昇込み）であったが，巷間， 3%もしくはその水準すら下回
る賃上げとみる向きも多い昨今14)である。もっとも，この関数式による予測値
に正確度が期待できるのは，経済環境が比較的安定しており，労使の駆け引きの
底流として，賃金決定諸要因がノルマルに作動している場合においてである。
昨今の賃上げをめぐって，円高その他による心理的重圧があまりに大きく，関数
式の数学的効果を阻止している要因も大きいことも考慮にいれるべきである。
⑩ 生活水準の向上などもあって， 労働条件の改善が， 賃上げ以外の分野
（たとえば，労働時間短縮など）へ拡張されていくにともない， 労働条件に影響を
与える要因と賃上げ率との相関度はそれだけ弱まってきているとみるべきであ
り，その意味で，賃金決定関数式による賃上げ率予測の効果も制約されている
とみてよいであろう。
(3) 賃上げとその波及効果
賃上げの波及効果に関しては，賃金の性格論的，機能論的観点から， 「コス
ト・プッシュ論とディマンド・プル論」， 労働条件改善の選択肢の観点から，
14)労務行政研究所による恒例の「6.2年春闘の賃上げに関するアンケート」の結果 (1987
年2月公表）は以下のとおりである。
1987年実際の賃上げ率見通し（形） 1987年望ましい賃上げ率（彩）
計労働側経営側学識経験者 計 労働側経営側学識経験者
平均.3. 4 3. 7 3. 3 3. 2 3.9 5.1 3.1 4.1 
最高 6. 5 6. 5 5. 5 5. 0 13.0 9.0 6.0 13.0 
最低 0.0 1.5 0.0 1.0 0.0 1. 5 0.0 1.0 
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「賃上げか雇用安定かの二者択一論」の 2つに分けて考察することができる。
① コスト・プッシュ論とディマンド・プル論 ， 
賃金の基本的な性格・機能として，賃金は財・サービスのコスト面を構成す
るとともに，労働者の生活費を形成し，財・サービスに対する購買力を発揮す
ることは衆知の事実である。したがって，賃上げという現象は，インフレ時に
は，賃金コストをプッシュアップし，それによって引き上げられた財・サービ
スの価格は過熱したディマンド・プルによって容易に吸収されるといった相乗
効果がインフレを加速させることにもなる。ところで，最近のデフレ期におい
ては，内需拡大の引き金として，この後者のディマンド・プルの機能が歓迎さ
れている。「'86年春闘」において，労組側が大幅賃上げを内需拡大策として唱
導したことは当然のこととしても，これまで，陰に陽に，賃金抑制的立場にあ
った政府が，「モダレートな賃上げ」を主唱する，詳しくは，「生産性向上成果の
賃金への適切な配分を内需拡大の重要な柱とする」（産業構造審厳会）といった事
態も発生し，まだサービス界を代表する東急宰相で，日商会頭でもある五島昇
氏や同じく，卸売・小売業を代弁する大商会頭であり，サービス業に近い性格
をもつウイスキー業の代表者でもある佐治敬三氏などによって，業種によって
は，「ある種の賃上げ」を許容するがごとき発言も音沙汰され， 日経連の「ヒ
ンシュク」を買って取り下げられたといった一幕もあったことはわれわれの記
憶に新しい。さて，その後の急激にして大幅な円高が一過性ではなくて，恒常
的・硬直的な性格を帯びるにおよび，輸出産業はもろに直撃され，為替レート
で換算された名目賃金の高騰によるコスト・プッシュは輸出製品の国際価格を
高め，競争力を弱め，円換算による売上高も著減した。他面，サービス業種な
ど， 円高のデメリットを受けず， 業績が比較的良好な業種や企業， さらには
「円高差益」にうるおう業種，企業はしかるべき賃上げの可能性が大きく，賃
上げをめぐって，業界の明暗が二分した。つまり， ミクロ論的立場に立てば，
コスト・プッシュ論となり，マクロ論的観点に立てば，ディマンド・プル論が
成立し， しかも，それらが機能する局面は両者で異なる。コスト・プッシュ論
は，賃上げ抑制即製品競争力弱化阻止論に通じ，ディマンド・プル論は，賃上
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げ肯定即内需拡大論へと向かう傾向を持つ。こうして，賃上げをめぐって，前
者は，コスト・プッシュ論を基盤とする賃上げ自粛（場合によっては，賃下げ）に
傾き，後者は，ある程度の賃上げを肯定し，「しかるべき」賃上げが，「乖数効
果」も手伝って，国内市場で有効な購買力となり， しめり切った経済を活性化
させるとする。
こうして，サービス業種または好況業種でのディマンド・プル論，輸出不況
業種または構造不況業種でのコスト・プッシュ論との対立は，従来，春闘賃上
げの看板である「横並び戦術」を否定することにもなりかねない。すなわち
「横並び戦術」とは， リーディングセクターとしての好況業種や企業で獲得さ
せた有利な賃上げを，他の不況業種，企業にもフォローさせ，業種，企業間の
賃金格差の縮小を指向するものであるが，今回のコスト・プッシュ論を主張す
る不況業種とディマンド・プル論をひょうぽうする好況業種との間の溝は超え
うべくもないほど深いようである。
② 「賃上げか麗用安定か」の二者択ー論
「雇用安定か賃上げか」の二者択ーを労組に迫って，賃上げを断念させよう
とする論法は，裏返せば，賃上げを強行するなら，解雇もやむなしということ
であり，そもそも， 日本の労務管理の「美談」ともされる「終身雇用制」が実質
的には保障されていないともいえるし，また， J.S.ミルの「賃金基金説」やラ
サールの「賃金鉄則説」のような素朴な経済理論を借用してきたものと判断も
できる。ところで， OECDの資料を使った論文15)は， 日本の1968年~1983年
にかけて賃上げ率3.31%と失業率 1%との間に， トレード・オフが成立する，
つまり，日本は OECDの主要国にくらべ，労働市場の需給に対する賃金の弾
性値が異常に高く，このことが日本の失業率を低くとどめてきたが，最近にお
いては，これまでとは様相が異なり，各企業は過剰雇用感を強めつつあること
を指摘している。それはともかく，本来，生産要素の投入量と生産物との間，
さらには，生産要素間（資本量と労働量）には，一定の技術関係が存在し，いわゆる，
「生産関数」が成立しており，その関係は，論理的には，弾力的，流動的，か
15)篠塚英子「雇用調整下の春闘を考える」（「週刊東洋経済」 1987年 2月2813)
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つ連続的ではあるが，実態的には，かなり，固定的である場合が多い（近代的生
産機構であればあるほど）。したがって，労働力の価格としての賃金が相対的に上
昇すれば，それに応じて，労働力を資本で自由に即時に代替できる，また，そ
の逆といったものではない。また，労働力の銘柄によって，賃上げに対する労
働需要の弾力性も異なり，高級または稀少労働力ほど非弾力的であることも認
めねばならない。さらに，マクロ的かつ長期的にみれば，一部で発生した賃下げ
または「賃上げ期待の断念」は，その分だけ，労働需要が創出され，雇用量を増
大させるといったメカニズムは働きにくく，逆に，その補填のため，本人また
はその家族を労働市場にあらたに参入させるといった形で，労働力の供紹（需要
ではなく）をふやし，労働市場全般を圧迫し， 雇用不安を助長し，さらなる賃下
げへの圧力ともなりかねない。
また， 経営不振に陥ったとき， ボーナスを中心にして， 賃金を伸縮的に変
化させ， 解雇を未然に防ぎうるとする， いわゆる， 「伸縮賃金モデル」は，
最近， 日本の大手（エ作機械メーカー）企業の調査結果によって疑問視されてい
る16)。つまり，経常収支赤字が続いた場合， 2期目に，希望退職，さらには，
指名解雇にふみきった企事が多く，賃金（とくにボーナス）を調整した企業は，同
時に雇用調整も行なっており，賃金の弾力性は，必ずしも，雇用保障につなが
らないとするわけである。
要するに，最近の厳しい経営環境下では，生産調整に合わせて，賃金量と雇
用量とを量的に按配するだけのようなワークシェアリング的操作では不十分で
ある。適材適所を前提にした適正雇用量を確立し，労働生産性を維持，強化す
ることによってのみ賃上げは可能なのである”ぢ賃上げを断念したとて，適正
雇用管理が設定されないかぎり，そのうち，現有雇用量をかかえきれなくなる
し，また，たとえ，雇用調整をのんだかわりに賃上げを実現したとしても，労
働生産性で裏付けられないかぎり，その賃上げも長続きしないであろう。
16)村松久良光「企業の終身雁用は幻想」 (1986年12月26日「日本経済新聞」）。
17)詳しくは，拙著「生活保障賃金」中第4部I 「扉用保障と賃金保障」 (1978年， 労務
行政研究所）を参照されたい。
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4. 低額（率）賃上げと実質賃金
(1) 賃金の国際比較の問題提起
高度経済成長期には，名目賃金の大幅上昇が，物価上昇による目減りを吸収
してあまりあったが，オイル・ショック後の不況下の物価上昇（いわゆる，「スタ
グフレーション」）期においては，まずなによりも，前年または過年度の実質賃金
を確保することが労働層については先決問題であり，経営側もこれをやむをえ
ないものとして黙認してきた。また，労組は，物価上昇分でインフレートされ
た見掛け上の名目賃金の大幅上昇を，彼等の戦果を誇示しうる材料として歓迎
する向きもあった。物価上昇分を賃上げにもりこむ場合，物価上昇率を，対前
年同期上昇率か， それとも対前年年間平均上昇率で測定するか（前者は後者にく
らべ，インフレ高進下においては，物価上昇率が大きくでるし，デフレ期には，逆に低め
にでる。それにひきかえ，後者は逆の機能をはたす）で，それぞれ有利に立ち回るべ
く，その選択をめぐって労使間で争われた。
'ところで，最近の不況下においては，労働市場面からの名目賃金引上げの浮
揚力はなく，しかも，物価も鎮静してし＼るため，名目賃金をカサ上げする口実
材料も失われ，経営業績から賃金支払能力を積極的に裏付ける好材料も容易に
見当たらず，労働側は，賃上げ要求の手掛りのすべてを見失った状況におかれ
ている。それどころか，急激にして大幅な円高は，輸出産業を中心に，名目賃
金の引上げどころか，ゼロまたはマイナスについてすら経営側に云々させてお
り， 現行の賃金水準は， 名目的には， アメリカ，西ドイツにせまりつつある
（後述する）ことを口実に，「賃金引上げー服論」が定着しつつある。このような
状況を背景に，労組側は， 日本の物価水準（とりわけ，消費財または賃金財の価格
とか地価その他）が国際的に高いことから， 名目賃金が国際水準並みとなったと
いっても，• それは，為替レートのなせる・「イタズラ」にすぎず，実質的に
は，米独にくらべ，かなり見劣りすることを理由に， くすぶり気味の春闘賃上
げの挽回をはかっている。以下，この点について，かなり具体的に検証してみ
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よう。
(2) 国際比較する場合の労働力ならびに賃金の均質性の問題
国際間たとえば， 日米間で，日本の名目賃金が低いということは，貿易商品
価格に占める賃金コストが低いということであり，そのかぎりにおいて，日本
の貿易競争力が強いということである。一方，日本の実質賃金が低いというこ
とは，日本の賃金水準が低く，ひいては労働者の生活水準も低いということで
ある。このように，名目にしろ，実質にしろ，その価格の高低を国際間で比較
する以上，その労働力商品は，両国間で，質量的に均ーであることが前提とさ
れなければならない。生産労働者 1時間当たりの労働力という枠があっても，
労働力の質を規定する効用または生産力は， それぞれの国の国民性， 生活慣
習，生産構造，労働慣行などの制約を受けてその発揮度は異なるし，また，移
動しにくい（とくに，国際間を）労働力商品の特質として，移動を通じて，異質の
環境に適応していく過程で，均質化される可能性も乏しい。
また，比較される名目賃金も，それぞれの国の生産労働者 1時間当たりの平
均賃金であり，平均される賃金の内容とか計算方法なども， 日米間（ましてや，
アメリカ以外の他国間との比較）でかなり異なる18)。 こうして得られた邦貨での名
目賃金が現行為替レートで換算されて比較されることになる。
18) 「活用労働統計」 (1987年版・日本生産性本部）中 I-7(1)名目賃金の比較（製造業・
生産労働者） (170頁）によれば， 1985年平均時間給， 日本=1,439円，アメリカ＝
9.52ドルとなっている。これは， 日本については「毎月勤労統計」， アメリカについ
ては， ILO・"Bulletinof Labour Statistics", "Yearbook of Labour Statistics" 
から年間の賃金〔日本30人以上事業所の常用生産労働者の現金給与総額（ボーナスを
含む）；アメリカ全規模事業所の生産労働者（常用， パートおよび作業に従事するフ
オアマンを含む）の賃金〕 を年間総労働時間数〔日本＝「実」労働時間；アメリカ＝
「支払」労働時間 (paidtime••· …実労働時間数十有給不就業時間数……）〕で除したも
のである。
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1986年8月為替レート =154円で換算すると，それぞれ， 2,271円， 1,466円となり，
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他方，実質賃金を計測するべく各国賃金を調整するために使用される消費購
買力平価は，後述する・ように，ラスパイレス式，パーシエ式，フィシャー式な
どの方法でそれぞれの国の消費内容を計測し相互に比較して作成されている。
要するに，実質賃金の国際比較は，以上のように，種々の条件，前提をおい
たうえで計測されていることに留意する必要がある。
さて，両国間での為替レートは，原理的にいえば，両国間で実勢が異なる種
々の貿易商品（国際商品）の価格をその取引額をウエイトにしてならした場合に
成立する両国通貨の交換レートといえる。個々の貿易商品の実勢によるそれぞ
れの為替レート（商品項目ごとの購買力平価といってもよい）は， この平均レートの
上下に分散しているので，この平均レートで換算して有利になる商品を輸入ま
たは輸出することを通じて，国際間で商品間の価格差が漸次解消され，究極的
には，この均衡レート（「均衡為替レート」と仮称する）に収敏されてい＜丘iのも
のである。ところで，現行為替レートは，このようなプロセスを通じてだけで
はなく，いわゆる，経済のファンタメンタルズの影善を受けるので，いうとこ
ろの「均衡為替レート」に一致しないことは衆知の事実である。しかも，消費
購買力平価を計測するための対象となる消費財または賃金財の多くは国際間を
移動しにくく，ましてや，労働力商品の国際間移動はごく限られて（後述する）
おり，この種の商品の実勢レートが「均衡為替レート」に近接するはずもない。
以上述べた理論上の「均衡為替レート」は，現実には，以下に詳述する購買
力平価(PurchasingPower Parity)と呼ばれるものとみてよい。ただ両者の相異
は，前者が，貿易商品のみを対象として設定されているのに対し，後者は，そ
れ以外の，いわゆる，「国内商品」をも含めている点である。
後者の場合， 日本の 1.8%高にすぎなくなる。後掲する諸表で示すように， 1985年
平均の時間給， 日本=1,314.5円は， 5人以上事業所の労傷者の賃金をとっているの
で，かなり低い数値となっている。また，アメリカ=10.47ドルは，賃金を「支払」
労働時間数から，有給不就業時間数を差し引いた「実」働時間数で除しているため，
かなり高く出ており， 日本の賃金と比較する場合，この数値をとることが妥当なこと
はいうまでもない。
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(3) 消費購買力平価と実質質金
購買力平価を定義すれば，各国の通貨1単位で購入できる商品・サービスの
量の比較値であり，貿易商品，投資財（生産財），消費財あるいはGNP全体を
対象にした， それぞれの購買力平価があるが， 実質賃金を計測するために使
用される購買力平価は， 勤労者家計の消費支出の対象となる商品・サービス
（賃金財といってもよい）についての，いわゆる，「消費購買力平価」と呼ばれるも
のを指す。
1985年における日本，アメリカおよび西ドイツの消費購買力平価を計測した
結果19)は，第 5表のとおりである。
一般的にいって，賃金所得から所得税，社会保険料等を控除した後の可処分
所得は，消費財の購入のために支出されるほかに，消費の繰延べとしての貯蓄
と，資産の形成としての貯蓄とにあてられるが，以下に述べる実質賃金の国際
比較にあたっては，賃金所得のず人七が消費されることとして，それによって
購入しうる消費財（住宅等のストックは除かれる）の商品・サービスの量を計測す
ることとしている。さて，消費購買力平価が，日米間で，たとえば， 1986年，
1ドル=200円と算出されたとする。ということは， 日本国内で200円に相当
する商品・サービスがアメリカ国内では 1ドルで買えるということである。と
ころが， その年次の為替レートの平均が 1ドル=160円であれば，その 1ドル
19)消費購買力平価に関する推計については，第5表のほか以下のような資料がある。
1. 孫田良平「実質賃金の国際比較」（労働法学出版・・・1963年）
2. 野田 孜「日米間物価の比較分析」（経済企画庁「経済の分析」第10号…1963年）
3. 上田昭三「通貨の消費財購買力の国際比較」・（関西大学経済政治研究所研究双
書，第20冊「経済成長の理論と実態」..,1964年）
4. 永山貞則・稲橋一正「日米の消費者物価比較」（総理府統計局研究彙報第 18号…
1969年）
56 
5. 古田裕繁「購買力平価の国際比較について（試算）」（労働省「労働統計調査月
報」…1979年6月号）
6. OECD "Purchasing Power Parities and Real Ex芦nditarein the OECD" 
(19.86年）……1986年の日本の消費購買力平価は223円／ドルとなっている。
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を日本円に交換すれば， 160円にしかならないから， 日本の商品・サービ
スを 160円分しか買えないこととなり， 日本の物価水準は， アメリカのそれ
より， 25%高い (200円+160円）と判定されるわけである。繰り返し，確認す
ると，
消費購買力平価 (1ドル=200円）
＝消費者物価水準（アメリカ=100として，為替レート (1ドル=160円） 日本=125 ) 
ところで，たとえば，時間当たり賃金が，日本=2,000円，アメリカ=15ドル
であるとすれば，名目賃金は，日本=2,000円に対し，アメリカは， 160円Xl5
ドル=2,400円となり， 日米の名目賃金格差は， 100: 120である。この名目賃
金格差を物価水準で調整したものが実質賃金格差となるから，日米の実質賃金
格差は，
2,000円.2,400円
1. 25 . 1. 00 ，結局， 100: 150となり，日米の賃金格差は，名
目でみるよりは，実質では大きいということになる。すなわち，
アメリカ 為替
日米実質 ． の賃金(15 ドル）~ (1ドル=160円）レー ト
賃金格差＝日 本
の賃金 (2,000円）＋物価水準［消費購買力平価(1ドル=200円）為替レート (1ドル=160円）］
アメリカ 為替(15ドル）X" (1ドル=160円）の賃金 レー ト
日本の賃金(2,000円）
x物価水準［消費購買力平価(1ドル=200円）］
為替レート (1ドル=160円）
アメリカ
の賃金(15ドル）X消費購買力平価(1ドル=200円）
日本の賃金(2,000円）
=1.5 
要するに，表現をかえれば， 1ドル=200円という消費購買力平価は， 1ド
ルで，日本の消費財が200円分買えるということであったから，アメリカの時
間当たり賃金額15ドルでは， 日本の消費財を 3,000円分購入できるということ
であり，他方，日本の時間当たり賃金は2,000円であるから，いうまでもなく，
日本の消費財を2,000円分買えるのだから， 実質賃金，つまり， 特定国（この場
合．日本）の商品・サービスに対し， 同一時間の労働に支払われる賃金での購
入能力は，日本に対し，アメリカは 1.5倍，つまり，アメリカの実質賃金は日
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第6表 1985年実質賃金の国際比較
消費者物価水準 ＝ 
（相手国の物価に対する
物価水準・・1.48…… 
1986年）
実質賃金＝
（相手国の通貨で測った
自国の実質賃金…5.68
ドル）
実質賃金比率＝
（自国実質賃金に対する
相手国現行賃金の割合）
相手国通貨単位（たとえば， -1ドル）で買え
―Iる消費財を自国通貨で購入する場合必要とす
る通旺（たとえば231円・・1985年） ］ ↓ 消費買力平価為替レート
L[相手国通貨単位（たとえば， 1ドル）で購入
（交換）できる自国の通貨量(156.32円…1986年）］
に虹した額 (8.42ドル） ］ 
自国の賃金 (1,314.5円…1985年）を現行為替
I→1レー ト (156.32円・・1986年）で相手国の通貨
名目賃金
消費者物価水準 (1.48) 
相手国現行賃金 (10.47ドル…1985年）
自国実質賃金(5.68ドル）
==l. 84 
（注） 1. 例示した賃金の数値は，相手国，自国とも1985年，為替レートは1986年
7, 8, 9, 10月の最終値平均（為替レートは瞬間風速をキャッチできるので，最
近時のそれを計測できるが，賃金額の集計結果はかなり遅れるので）
2. 自国＝日本；相手国＝アメリカ
3. 相手国通貨で測定した自国実質賃金 (5.68ドル）は，以下の要領で簡単に
導出できる。自国名目賃金(1,314.5円）＋消費購買力平価(231円）=5.68ドル
〔資料出所〕 労働省
本のそれの 1.5倍であるということである。
最近の具体例から，実質賃金の国際比較の算定手順を図式化すれば，第 6表
のとおりである。
第 7表の 1は，同じく労働省で推算した1985年対西ドイツの年消費購買力平
価（日本の消費構成による）=91円／マルク，平均為替レート =76.25円／マルクのデ
ータを第 6表に追加して， 日米独の消費者物価（総合）水準を計測，これで3ヵ
国の名目賃金をデフレートして，実質賃金比率を算出したものである。その結
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第 7表の 1 1985年実質賃金を1985年消費購買力平価（日本ウエイト）20)で
試算した場合（日米独）
ー 156.32円／ドル； 76.25円／マルクの為替レート〔1986年 7 月 ~10月平均〕の場合—
日本 アメリカ 西ドイツ
1985年実労働時間当たり賃金 〔1J 1. 314. 5円 10.47ドル 22.56マルク
為替レー，卜156.32円／ドル；
76.25円／マルクで〔1〕を日 〔2〕 1, 314. 5円 1. 636. 6円 1, 720. 2円
本円に換算した名目賃金
1985年名目賃金国際比較
〔2〕の指数化〕 〔3〕 100.0 124.5 130.8 
1986年消費者物価水準 〔4〕
為替レート156.32円／ドルの 〔4〕の 1 147.5 100. 0 
場合（消費購買力平価231円） (231 + 156. 32) 
為替レート76.25円／マルクの〔4〕の 2 119. 3 100.0 
場合（消費購買力平価91円） (91 + 76. 25) 
1985年実質賃金国際比較
〔3〕＋〔4〕の 1 100.0 183.6 
〔3〕＋〔4〕の 2 100.0 156.0 
20)同じく，労働省推計によるアメリカ・ウエイトおよびフィシャー式ウエイト（集計対
象品目のカバリッヂ40~50彩）によって， 日米の実質賃金比率を算出し， 日本ウエイ
トの場合と比較すると，以下のとおりである。
1985年名目賃金 日本=1,314. 5円 アメリカ =10.47ドル
1985年 消費購買力平価（帰属家賃を除く）
日本ウエイト＇ アメリカウエイト フィシャー式ウエイト
231円／ドル 303円／ドル 265円／ドル
日本円に換算した実質賃金
日本=l,314. 5円日本=1,314. 5円日本=1,314.5円
アメリカ =2,418円 アメリカ=3,172円 アメリカ=2,774円
日米実質賃金格差
1. 83 2. 41 2. 10 
(2,418円-,-1,314. 5円） (3, 172円-,-1,314. 5円） (2,774円-,-1,314. 5円）
なお， 1985年の日米消喪購買力平価を延長推計して1986年1月~7月の消費購買力
平価を算出すると以下のようである。〔遠藤雅仁「日本・アメリカ， 日本・西ドイツ
の消費購買力平価」（労働統計調査月報ー1987年1月号）参照〕
日本ウエイト
1985年 231円／ドル
1986年
1月~7月 229円／ドル
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アメリカウエイト
303円／ドル
301円iドル
フィシャー式ウエイト
265円／ドル
263円／ドル ． 
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果 C日米比較は第 6表と同じ。ただし，第 6表はドル換算，第 7表の 1は円換
算〕， 1985年，日本の名目賃金に対し，米独のそれは， それぞれ， 24%高， 30
彩高であるのに対し，日本の実質賃金に対しては，米独のそれは，それぞれ，
84彩高， 56彩高であることが判った。
第 7表の 2は，同じく， 1985年の消費購買力平価， 231円／ド）レ， 91円／マル
クを使って， 1985年平均の為替レート， 238.54円／ドル， 81.03円／マルクの場
合の日米独の実質賃金比率の計測を試みたものである。その結果，第7表の 1
と同じく，実質賃金は，アメリカは日本の84彩高，西ドイツは日本の56彩高と
算出された。消費購買力平価が不変であるかぎり，為替レートがどのように変
更されようと，名目賃金比率には変化を与えるが，その分だけ，物価水準の比
率も動き，実質賃金比率は変らないことが判明したわけである。要するに，実
第7表の 2 1985年実質賃金を1985年消費購買力平価（日本ウエイト）で試算
した場合（日米独）
ー 238.54円／ドル： 81. 03円／マルクの為替レート (1985年平均）の場合ー一
日本 アメリカ 西ドイツ
1985年実労働時間当たり賃金 ． 〔1〕 1,314.5円 10.47ドル 22.56マルク
1985年平均為替レート 238.54円／ 〔2〕 1,314.5円 2,497.5円 1,828円
ドル， 81.03円／マルクで日本円
に換算した名目賃金
1985年名目賃金国際比較〔〔2〕の 〔3〕 100.0 189.9 139.0 
指数化〕
1985年消費者物価水準 〔4〕
為替レート238.54円／ドル 〔4〕の 1 96. 8 100. 0 
(1985年平均）の場合（消費 (231 + 238. 54) 
購買力平価1ドル231円）
為替レート81.03円／マルク 112. 3 
(1985年平均）の場合 〔4〕の2 (91+81. 03) 100. 0 
（消費購買力平価1マルク91円）
1985年実質賃金国際比較
〔3〕＋〔4〕の 1
〔3〕＋〔4〕の2
100.0 
100.0 
183.9 
156.0 
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質賃金を国際比較する場合には，為替レートは関係がないわけであって，それ
ぞれの国の邦貨による賃金額と消費購買力平価とが判っておれば，以下のよう
に簡単に計測できるというわけである。
日米実質賃金格差＝
231円X10. 47ドル
• n• 、 ~n, =l. 84 
日独実質賃金格差＝
91円X22.56マルク
1,314.5円 =l. 56 
第8表は， 1977年に推算された日米独の消費購買力平価と名目賃金とで，各
第8表 1985年実質賃金を， 1977年消費購買力平価（日本ウエイトおよび
フィシャー式ウエイト）で試算，延長推計した場合（日米独）
1. 1977年名目賃金 日 本 アメリカ 西ドイツ
製造業労務者時間当たり賃金 926.8円 6.10ドル 12.8マルク
2. ・1977年消費購買力平価（総合）
日本ウエイト 268.2円／ドル 101.1円／マルク
308.8円／ドル 113. 8円／マルクフィシャ式ウエイト
・ 3. 1977年実質賃金（円に換算）
日本ウエイトの場合
日本 アメリカ 西ドイツ
926.8円 1,636円 1,294円
(268. 2 X 6. 10) (101. 1 X 12. 8) 
926.8円 1,883.6円 1.456. 4円
(308. 8 X 6. 10) (113. 8 X 12. 8) 
フィシャー式ウエイトの場合
4. 1977年実質賃金比率
日本ウエイトの場合 、 100.0 176.6 139.6 
フィシャー式ウエイトの場合 100. 0 203. 2 157. 1 
1977年~1985年における消費者物価上昇率および名目賃金上昇をとり，この
間の各国の実質賃金の変化率をみると，以下のとおりである。
5. 1977年~1985年実質賃金変化率（倍率）21) 
消費者物価上昇率 名目賃金上昇率 実質賃金変化率
日本 1.-34 1.52 1.13 
21) OECD "Economic Surveys" (1986年1月）によれば日米欧の実質賃金上昇率は以
下のとおりである（計測方法は不明である）。
1975~1979年 1979~1983年 983~1986年
日 本 2.2 0.7』 1. 9 
アメリカ 1.0 0.4 1. 2 
欧州4カ国 2.3 1.1 1. 5 
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アメリカ 1. 75 1. 67 0. 95 
西ドイツ 1. 36 1. 44 1. 06 
6. 各国の実質賃金変化率比 日 本 アメリカ 西ドイツ
100.0 83.9 93.0 
7. 1985年実質賃金比率(4の数値を6の数値で修正）(0. 95+ 1. 13)(1. 06+ 1. 13) 
日本ウエイトによる場合 日 本 アメリカ 西ドイツ
100. 0 148. 0 129. 7 
フィシャー式ウエイトによる場合日 本 アメリカ 西ドイツ
100.0 170.5 146.1 
〔資料出所〕 1. 1977年消費購買力平価については，労働統計調査月報 (1979年6月）
「購買力平価の国際比較について（試算）」（注19)の5で紹介した資料と同じ）
2. 消費者物価上昇率および名目賃金上昇率については， OECD, 国連，
ILO資料から算出
国の実質賃金（円に換算）を算出し，各国のその後の消費者物価上昇率と名目賃
金上昇率とで，実質賃金変化率を計算し， 1985年における実質賃金比率を延長
推計したものである。第8表でみたように， 日本の実質賃金は，第 7表のそれ
にくらべ，かなり割高となっている。これは， 1977年の実質賃金格差が1985年
のそれ（第7表）とあまり変らないのに（とくに，アメリカとの比較の場合），第 8表の
7でみたように， 1977~1985年の実質賃金の伸び方が日本が相対的に大きく出
たからである。このことは，注21)でも裏付けてはいるが，後述するように，
疑問が残る。
参考までに， 1960年時の日米名目賃金および消費者物価水準をベースにし
て， 1985年の日米実質賃金比率を延長， 推算すると， 第 9表のとおりである
（フィシャー 式ウエイト）。
(4) 実質賃金の国際比較の問題点
若干のコメントをおこなうと，以下のようである。
① 消費購買力平価を算定する場合，日本ウエイトを利用すれば， 日本の消
費者物価水準が相対的に低くなり，その結果，実質賃金は高めに出るのは当然
であるから，自国ウエイトと他国ウエイトとの幾何平均であるフィシャー式ウ
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第9表 1985年日米実質賃金比率の推算過程
1. 1960年名目賃金（労務者時間当たり）
日 本 アメリカ
93.32円
2. 1960年名目賃金比率
日本
2.29ドル 825.8円(1ドル=360円で換算）
アメリカ
100.0 884.9 
3. 1960年 日米消費者物価水準（フィシャー式ウエイト）=182. 8(日本=100.O) 
4. 1960年 且米実質賃金比率 (2+4)
日 本 アメリカ
100.0 484.0 
5. 1960年~1985年の実質賃金上昇率
消費者物価上昇率(a) 名目賃金上昇率(b) 実質賃金上昇率(b+a)
日本 アメリカ 日本 アメリカ
4.75倍 3.6倍 13.53倍 4.31倍
6. 1985年実質賃金比率
日 本・ アメリカ
100.0 203.0 
(100.QX2.38) (484.0Xl.19) 
（資料出所〕
日本 アメリカ
2.38倍 1.19倍
1. 1960年の名目賃金については，「賃金の国際比較」 (1964年・日本経済調査協議会
15頁第2表）
2. 1960年日米消費者物価水準については，上掲書に掲載された1955年のフィシャー
、 式ウエイトによる消費物価水準比率の数値を延長推計したものである。
3. 1960年~1985年における消費者物価上昇率および名目賃金上昇率については，第
8表の「資料出所2」の場合と同じ。
エイトを利用するのが妥当であろう（今後，国際間労働移動が常態化していくにとも
ない，消費構造や物価構造が国際間で平準化していけば， 日本ウエイトと他国ウエイトと
の落差は漸次，縮小していくであろうが）。
③ 1960年時や1977年時の実質賃金比率を，その後の各国の名目賃金比率の
変化率と消費者物価比率の変化率22)とで延ばして， 1985年時の実質賃金比率を
22)より正確な延長推計方法は，消費購買力平価の対象となる各喪目別に日米の CPI上
昇率をとり，各費目のウエイトで総合して比較することである。
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推算することは，両時点間が長いこともあって，その間の消費構造の激変もあ
り，さらに，統計諸表のカバリッジが異なることなどのため，その結果を信頼
しがたい。
③ 1960年当時は，第 9表でみたように，現在とは異なり，日本の物価水準
は，相対的にかなり低かった (360円／ドルの固定為替レートに対し，日本の消費購買
力平価がかなり低かったため，アメリカの物価は日本のそれより82%高となっている）こ
とに留意する必要がある。 そのため， 日本の名目賃金は低いが， 実質賃金は
それほど低くはないという反証のために， 実質賃金の国際比較が利用された．．．．． 
(Cheap Labour, Social Dumping等の国際的非難をかわすための日本政府と経営側の対
応でもあった）。ところで，最近の実質賃金の国際比較は，日本の名目賃金は，円
高のため，国際並みに高くはなったが，物価高のため，実質賃金はそれほどで
もないという，主として，労組側の反論のために利用されているのは興味深い。
5. 賃金決定機構の変容と春季賃上げをめぐる環境整備の諸問題
(1) 「'87春闘」賃上げの諸動向
「'87春闘」は，例によって，労働 4団体および全民労協で構成する賃金闘争
連絡会が打ち出した「 6%もしくはそれ以上」といった賃上げ要求目標によっ
て，幕は切っておとされた。雇用不安，業種間，地域間での企業業績格差の拡
大を背景に，傘下組合間で，要求目標をしぽりきりかねた苦肉の策であり，前
年のそれを 1%下回る数値でもあった。つまり，この要求目標は，あくまでも
「目安」であり，具体的には，単産，単組がこの枠内で自決するという拘束力
の弱いものであった。従来，春闘相場に影響力をもってきた鉄鋼労連は，「定
昇プラスアルファ」の要求を基本に据えるにとどめ，具体的内容を煮詰めかね
ていたが， 1987年 1月下旬，ついに結論に達した23)。同盟は，戦術論として，
23)鉄銅労連は， 1987年1月下旬， 35歳男子・勤続年数17年労働者の賃上げ要求を， 定
昇額3,800円（約1.55彩アップ）プラス休日 3日増（約1.18,Slるアップ）にとどめ，いわ
ゆる，「ベア」は断念することに決定した。
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条件の良好な業種を前面に据え，不況業種をフォロアーとする「二段階方式」
を主張し， IMF・JC(金属労協）は， 不振の鉄鋼，造船と比較的期待がもてる
自動車（賃上げ要求率596), 電機（賃上げ要求率5.5%)とを切りはなして戦う方針
を検討している。また，円高の直撃から免れた三次産業からの救援が熱望され
てはいるが，それが，・構造不況業種や輸出産業の賃上げにおよぽす好影響を期
待できない状況にある。
これらの事情を背景に，「'87春闘」の労組の構えとしては， 足並みの揃わな
い「賃上げ」闘争よりも，大型売上税導入反対，マル優廃止反対，雇用対策の
強化など，政策・制度要求を重視する戦略を展開しようとしている。
経営側は， 6%要求は論外であり，ベアどころか定昇の保障すらむつかしい
とする雰囲気のなかで，賃上げ抑制論を不用意に打ち上げて，労組側に無用の
刺激を与えないよう比較的冷静に配慮しているようである24)。なお，私鉄，電
ヵ， NTTなどの労組で構成する三次産業共闘など， 比較的業績の良好な業
種，企業をかかえる分野では，公益性，円高差益還元などの問題もあり，他業
種を刺激しない「ある程度の賃上げ25)」を要求しているが，経営者団体もかな
り柔軟な態度で，これに対応している。
ところで， 1987年 1月21日， 日経連臨時総会で承認された「労働問題研究委
員会報告」は，「急激な円高や地価高騰などで日本企業の国際競争力は低下し，
産業の空洞化が始まった」．と指摘し，コスト増を抑えるために， 「企業の環境
や支払い能力に応じて賃金決定すべきだ」と主張し， 「賃上げよりも雇用」を
24) 1987年1月中旬現在， 川崎製鉄社長は， 「定昇は受け入れざるをえない」といった発
言をしている。他方，神戸精鋼所経営側は，定昇制度を，現行賃金制度改訂の観点か
ら見直す必要があるとし， とりあえず，来る 4月の定昇はとりやめる旨決定した。
なお既述した3の(3)の①ように， 「'86春闘」賃上げをめぐって， 日経連と物議をか
もした五島昇氏は，「公益産業は穏かな中心相場を出しやすい」と述べ，「'87春闘」賃
上げでは，三次産業共闘が主役を演ずべきことを示唆する発言をおこなっている。
25) 1987年1月中旬現在，全電通8彩要求見込み（前年より 0.6彩ダウン），私鉄総連8.7
%(前年10.3彩），電力労連5.6彩（前年7%)と，結成以来，第2年目を迎える三次
産業共闘の主力単産は，賃金闘争連絡会より高めの要求を出している。
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強調し，昨年の賃上げ率， 4.5%(定昇込み）を大幅に下回る賃上げにとどまる
よう要請している。
こうみてくると，企業間，業種間（とりわけ，製造業種，サービス業種間）賃上げ
格差，ひいては賃金水準格差は拡大を強める傾向にあることは否定できない。
労働省労政局調べでみても，春季賃上げ率の4分位分散係数は， 300人未満規
模の企業と，民間主要企業とで，それぞれ， 1980年， 0.15,0.06から1986年，
0.21, 0.14へと逐年，増大している。そもそも，春闘賃上げ戦術論としては，
賃金水準引上げもさることながら，日本の下請系列化を通じて形成されたとみ
られる二重構造による規模間賃金格差の縮小と業種間賃金格差の縮小とを指向
するものとしてスタートしながら，大企業中心に展開され，規模間賃金格差は
事実上放置されたまま（もちろん， 3の(1)でふれたように，ある程度の効果はあったが）
で，主として，業種間賃金格差の縮小にそれなりの成果をあげてきたものとし
て評価された。しかしながら，構造的不況や急激な円高などが，業種間（とりわ
け，二次，三次間）の明暗を拡大し， かりに業種間賃上げ格差の縮小に資したと
しても，三次での好材料が二次の浮揚力となるよりは，二次での悪材料が三次
の「死錘」となる公算が大きいことは， 労組にとって致命的である。かくし
て，「'87春闘」賃上げは，賃上げ率や額の問題もさることながら，日本の労使慣
行に深く定着しているとみられる定昇制度すら守りきれない業種，企業も出て
くることも懸念され，また，現行定昇制度は，業種，企業でまちまちであり，統
ー要求がむつかしいこともあって，まさに，労組は，瀬戸際に立たされている
といえる。
(2) 春季賃上げにおける労使の課題と政府の役割
① 労使の課題
日本の労働条件改善の契機は，たとえば，戦前の"CheapLabour", "Social 
Dumping"といった海外からの低賃金批判， 最低賃金法などの立法化にさい
しての ILO条約批准をめぐっての外圧，最近においては，貿易摩擦に関連し
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ての「長時間労働」，さらには「働き過ぎ」 (Workaholic)論争など，例外なく，
国際的要請または非難に根をもつものであっtこ(1:1本の政・労・ 使による自発的，
内発的改善こそのぞましいのであるが）。しかも，幸いというか， 皮肉といおうか，.... 
急激な円高誘導政策もあって，それにともない， 日本の名目賃金（実質賃金では
ない．，/）が，計算上はアメリカのそれに近接し， さらには，産業構造；生活構造
の再構築をせまられているというのも， これまた， 「外圧」(?)による「福音」
(?)以外のなにものでもないようである。
ところで，急激にして大幅な円高のため，輸出力の弱まった企業，産業が，
イギリス26)やアメリカなどの輸出先や発展途上国， とりわけ， NICS(人件費が
安く，原料資源が豊富であって，かつ， ドル安に連動する通貨国）での現地生産にふみ
切るというのでは，輸出でもっている「企業城下町」とか輸出産業の系列下の
下請け企業とかをはじめとして，国内産業を空洞化させ，失業を多発させるこ
とにもなろうし（ドル安による輸入増加で， その種の国内産業の失業増加で増幅され，
失業率はついに3彩27)の大台にのった），また，国内にとどまって，輸出競争力を弱
化させまいとして，コストダウンを強行すれば，その企業，産業の下請け企業
の賃金コストダウンを手始めとして，自らの企業，産業の賃下げにしわ寄せさ
れ（賃上げ率の鈍化とか，場合によっては，賃下げ），そのことが，いっそうの円高を
誘発し，定昇込み4形台の賃上げに終った「'86春闘」を背景に，「'87春闘」賃
26)円高のため， 名目賃金の単純な比較からいえば， 現地のイギリスの労働者を雇用し
ても， それほどの負担を感じなくなっている。 "UnderJapanese Management" 
(written by Michel White and Malcolm Trevor, 1985)は， 日本企業のイギリス
での現地生産で，イギリスのブルーカラーの労務管理に成功している例をあげている
（ただし，ホワイトカラーについては，問題があるようである）。
27)従来， 日本の失業率は，国際的にみて低すぎるのは，失業統計の作成にともなう失業
の定義において，国際間で差異があるといった問題が提起されているが，最近，雇用
・失業問題が深刻化するなかで，失業をめぐる議論が再燃している。これらーの経緯に
ついては，白石栄司「失業定義の日米比較」（「労働統計調査月報」 1987年1月号，労
務行政研究所に詳しいが，同論文は，失業の定義に関しては， 日米間でほとんど差異
がないとしている。
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上げを展望して，「春闘＝賃上げ」の図式は崩壊し，「賃下げ時代」が到来する
といった御託宣28)もある。
こうみてくると，貿易競争を勝ち抜くべく，海外へ企業・産業が進出するこ
とは，国内の雇用を不安定にするし，かといって，国内にとどまって，賃金コ
ストを下げるなどしてコストダウンにつとめれば，さらなる円高を強要される
可能性が高い。それではというので，名目賃金をある程度，引上げてみても，
国内の物価高29)を放置したままでは，実質賃金の改善にはつながらず，労働者
の満足を得られない。ともあれ，結論を先取りしていえば， '87春季賃上げ闘争
をはじめとする今後の賃上げ問題においては，労使は名目賃金の引上げをめぐ
る駆け引のみに狂奔せずに，政府もまた，労使の要求を「足して 2で割る30)」
式の調整工策にとどまることなく，賃金を含む物価の現象面の調整のみなら
ず，賃金の配分に少なからぬ影響を与える物価構造の核心的矯正に向ってメス
を揮うべきだし， 労使もこれに協力を惜しむべきではないであろう。経営側
は，賃上げは物価上昇をきたし，国際競争力を弱めるとするミクロ論，労組側
は，賃上げは内需拡大に資するとするマクロ論といった短絡的な二元論的労使
対決型では，議論はかみ合わず，事態は一歩も改善されないであろう。
ところで，サービス産業の発展，サービス労働化の方向，若年層の，いわゆ
る，「分衆化」傾向，女子労働化， とりわけ， パート・タイム労働化などは，
生活水準の高度化と相侯って，第二次産業を母胎として発展してきた労働組合
運動を世界的に停滞させ， いわゆる， 「組織離れ」が一般化し， 日本の労働組
28)長谷川慶太郎「賃上げの時代が到来する」 Voice1986年8月号。
29)実質賃金算定の基礎となる消費購買力平価は，たとえば，第 5表でみたように， とり
わけ，交通通信費137円／ドル，教育諸雑費137円／ドル (1985年）と，現行の為替レー
トを大きく割りこんで低くなっているが，これは，この時期に海外で長期滞在した筆
者の生活実感からは納得のいかない数値である。
30)労働省中央労働委員会の斡旋， 調停および仲裁に関し， 「足して 2で割る中労委」と
いった数え唄がある。
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合も，組織率は307lかを割る31)深刻な事態に当面している。したがってまた，今
春闘においても，労組は，少しでも有利な賃上げ額や率を獲得して，失地を回
復し，そのレーゾン・デートルを示したいと必死の構えを示す反面，雇用保障
優先の観点から，賃上げ放棄やむなしといった敗北主義の労組幹部も多いよう
である。
一般論的にいえば，資本と経営とが分離していく傾向にあって，欧米，とり
わけ，アメリカの経営管理では，なお，証券市場の影署が強大で，「財務管理」
を軸とし，短期的収益を経営目標とするため32), これに対応した労務管理がお
こなわれる（レイ・オフなど）。これに対し，資本の支配から比較的自由な経営機
能をもつ日本の大企業は，生産技術の改善，製品の品質の向上，コストダウン
などによる製品シェアの拡大をはかるといった「生産管理」を軸とした長期的
経営戦略をたてることが可能で，それとの関連で，労務管理も，終身雇用制，
年功序列賃金制など，長期的展望に立った展開がおこなわれてきた。
他方，労組側は，欧米では，原則として，企業の枠を超えた職種・熟練度別
組織をふまえて， 上部団体執行部（スト権その他傘下組合に対する統括力が強い）の
31)日本の産業計労働組合推定組織率の推移（労働省「労働組合基礎調査」）
1949年 1960年 1970年 1980年 1985年 1986年
5. 8% 32. 2% 35 . 4% 30. 8% 28. 9$'.lる 28.2%
（注）推定組織率は，組合員数を「労働力調査」の各年の調査月の雁用労働者数で除
して算出。
32) "Salary Administration" (Third Edition; written by G. McBeath and D. 
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N. Rands 1981)は，「イギリス企業のマネージャ層のはげいし移動を防止するため，
多額のボーナスが支給される。また，アメリカでは， Top Executive層に，イギリ
スとは比較にならないほど多額のボーナスが支給される（通常4年に 1回）が，ボー
ナス支給直後の離職率が高い」ことを述べている。
また， クライスラー会長リー・アイスコッカ氏の日本経済新聞 (1987年1月19日）
への寄稿文は示唆的である。いわく，「……米国の最も優秀な経営の人材は， 産業基
盤強化に向けられるべき時に，その大半が企業買収ゲームに浪費される……」さらに
いわく，「……米国の経営者は 4半期収益以上のことは考えようとしない。……見通
しが短期的なのは，株式の大半を握る大手の機関投資家が思わしくない収益報告が出
たとたん，興味を失うからである。……」
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任期も長く，いきおい，長期的戦略を展開しやすい環境にあるのに対し，日本
のそれは，まさに対称的である。毎年打たれる春闘賃上げの舞台は，労組執行
部の短期的・明示的業績を誇示する唯一，格好の場であることはまぎれもない
事実である。コンマ以下の賃上げ率をめぐっての対決は，経営側もさることな
がら，組合執行部においてこそ，命運をわける死闘でもあった。このような状
況のもとでは，物価上昇率分は賃上げに織り込むべきだとする労使の暗黙の了
解事項を背景に，既述したように，労組執行部は，たとえ，物価上昇分に喰わ
れて，実質賃金の改善がのぞまれなくても，インフレ時の名目賃金の大幅上昇
の方をのぞみさえしたのである（経営側が黙認してきたのは，生産財の価格をはじめ，
消費者物価を構成する消費財の価格の恒常的上昇によるインフレ利潤期待もあって，これ
を可能にしている日本の物価構造そのものを容認してきたとも理解できる）。
本来，労働組合運動は，広域労働市場で，長期的観点に立って，傘下組合に
よって構成される職種別，熟練度別労働力を有利に保持，配分する労働力統括
を通じて，組合員のソーシャル・スティクスの向上をも含む経済・・社会的利益
を拡大していくことを使命とし，いきおい，広域規模，長期的視点に立った雇
用政策の展開を第一義的目標とするものであったといっても過言ではない（当
然，その結果として，賃金その他の労働条件の改善も実現できる）。
ところで，雇用管理もまた，本来，個別企業の枠を超えた広域労働市場で，
労働力資源の最適配置の観点に立って， ミスマッチ等の調整，労働力の効率的
活用をはかるべきものである。個別企業内での配転， 同系列会社への出向な
どのミクロ的雇用調整は，実質的には，「企業内失業」を累積させるにとどま
る。しかも，皮肉なことに，元はといえば，経営政策的に有利であるとみて構
築されたともいえる「終身雇用制」や「年功序列賃金制」が，雇用不安を背景
に，労組によって支持されていることである。個別企業の枠組みを超えた雇用
調整に対し，政府の積極的な誘導政策（後述する）のもとで，労使は協力を惜しむ
べきではないであろう。となれば，「国破れて山河あり。 されど， 企業破れて
組合なし」的な現行の日本の労組組織の体質の改善がせまられることはいうま
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でもない。勘ぐってみれば，「わが社」の壁を乗り越えれば，迷子になるといっ
た経営側の親心（？）も， 悪くとれば， よその企業（たとえ，同種企粟でも）では使
い物にならないし＼びうな労働力（心情的ロイヤリティーと<-fしのきかない熟練技能）
を OJTで仕立てあげる魂胆ではなかったのか？ また，従業員の方も，飛び
出せば，世間の冷たい風にあたって，風邪を引くのではないかといった不安も
あって，結局，広い労働市場へ出そびれてきたのではなかったのか？
他方，賃金水準の決定とか，賃金の労働者間配分とかが個別企業での賃金原
資と生産性との関連が深いだけに，賃金管理は，本来，個別企業の枠から抜け
きれない性格をもっている。もちろん，個別企業の中での賃金管理と雇用管理
とは，不離一体の関係にはあるが，雇用を何人分確保するために，その分だけ
の賃金原資を確保しなければならず，したがって，その他の労働者の賃上げに
廻せないといった，個別企業内での雇用量と賃金量との差引き勘定ですむはず
のものではないのである。今春闘賃上げにおいて，労組は，雇用「安堵」のた
めには，賃上げに「詰腹」を切らせざるをえないといった交換条件として，雇
用と賃金とを取引きさせてはならない〔3の(3)の③を確認されたい〕。
ところで，個別企業の厚い壁の中で形成されてきた「従業員」関係は，心情
的には，重役をも包み込み，学閥を通じて，彼等と下級ホワイトカラーとの間
を，先輩・後輩というパイプでつなぎ，その下級ホワイトカラーとブルーカラ
ーとを「労識混合組合」という「同舟」の器にいれるといった手の込んだ「企
業一家」を構築した。また，そのことが，たとえば，不況業種での重役，上級
管理職がボーナスカット，俸給カットの手本を示せば，中間管理職の良導体を
経由して，ブルーカラーの賃上げ自粛へと容易に伝達されるといったメカニズ
ムを仕立てあげているともいえる。
さて，日本の労使は，賃上げをすれば，国際競争力が弱まるし，賃上げを自
粛して，コスト節減に努めても，さらなる円高を強要される33)といった「出る
33)日本の貿易黒字は「Jカープ効果」もあって，円高にもかかわらず，容易に縮小しな
いことも事実であるが， この効果が漸次，減退しても， 日本の輸出競争力が弱まらな
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も退くも」容易ならざる局面におかれている。今こそ，日本の現行の産業構造
（輸出優先，企業優先）を洗い直し，国民福祉の観点から，雇用問題と賃金問題と
を位置付けるべきであろう。
R 政府の役割
1960年代の第 1次技術革新においては，それによって排除された労働力は，
高度成長とサービス部門で吸収されたが， 1980年代の第2次技術革新下では，
経済成長は進まず，かつ，サービス，とくに，事務部門のOA化により，その
分野での展用吸収力は弱まった。しかも，勤務条件・労働態様の多様化にとも
ない，労働市場は錯綜し，景気浮揚政策を通じて労働需要を量的に拡大するだ
けでは需給はかみ合わず，構造的失業を慢性化させる懸念が大きい。この場合
の需給のミスマッチは，高齢労働力や女子労働力の供給が増大したわりには，
それらに対する求人がふえないこととか，求人側が必要とする職種の種類，技
能，技術の程度とか賃金とかが求職側のそれらとくい合わないといったことの
ほかに，求職者（とりわけ，若年者層）が，労働態様の世間的体裁を理由に提供さ
れた就業機会を忌避することなどにより生じているといえる。
こうみてくると，あるべき勤労者福祉ひいては国民福祉のヴィジョンに立っ
た政治，経済，社会を想定し，それを具体的に実現するための産業構造を確立
すべく，人口政策を含む広汎な雇用政策の展開が先決である。カントの「純粋
理性批判」中の言葉をもじっていえば「雇用政策なき福祉（賃金を含む）政策は盲
目であるが，福祉政策なき雇用政策は空疎である幻」。
政府は， のぞましい経済・社会構造（しかも実現可能）を想定し，それに立脚し.... 
たあるべき勤労者像を画き，それを実現しうる労働力の供給基盤を確立すべく，
学校教育による児童・青少年の能力養成，職業教育，生涯教育を通じての現有
労働力の能力開発・転換など，長期的展望に立って，壮大な雇用政策を展賂す
いかぎり，保護主義の強化かそれとも，さらなる円高を強要されるかの選択をせまら
れている。
34)拙稿「長期雇用政策の背最と問題点」 (1972年11月，「ジュリスト」有斐閣）。
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べきである。雇用政策は，たんなる労働力の需給調整政策ではなく，産業育成.... 
政策とかみ合わせた，すぐれて，雇用育成政策であるぺきなのである35)0 
，賃金政策は，このような雇用政策によって敷かれた路線上で，労働力を有効
に流動させ，配分するための誘導政策であるべきである。賃金政策は，雇用政
策に先行してはならない。労働力の価格である賃金をその根っ子の労働力から
遊離させて独り歩きさせるのは，財，サービスから全く分離した金融操作と同
様，不毛であり，危険でさえある。結論的にいって政府による賃金水準の直接
規制政策はとられるべきではない。欧米諸国で，インフレ対策としてとられた
所得政策(IncomesPolicy)も， ことごとく失敗している。賃金が労働力の価格
である以上，賃金水準の直接規制政策は，一種の物価統制政策であり，価格の
メカニズムを通じての資源の最適配分機能を著しく阻害するものである（付言
すれば，目下，導入をめぐって問題化している「売上税」も，このメカニズムを制約する
ことだけば間違いない）。
水面上に露呈された価格現象（賃金を含む）の凹凸をヤスリをかけて調整して
も，水面下の構造の矯正なくしては，根源的解決にはならない。また，労働者
保護の観点からの最低賃金額の設定，労働市場から完全撤退した労働力に対す
る年金，一時待機労働力に対する失業給付，公的活動に従事する労働者の賃金
などに対する公的規制の必要性は失われてはいないし，また，高度な管理・専
門職の所得も，自由な価格メカニズムにまかせて決定されることは適当ではな
い面も多い。
35)労働省が昭和62年(1987年）度予算案の目玉とした「30万人雇用開発プログラム」は，
ほぼ満額の1,133億円を獲得したことは， 従来， 労働行政に関する予算要求に冷淡で
あるとみられた大蔵省としては，異例の措置であったといえる。しかし，その内容の
主要なものが，特定の失業多発地域において，事業所を新・増設して，新たに労働者
を雇い入れた企業に対し，国がその賃金の半分を 1年にわたって助成するということ
であるからには，筆者のいう雇用育成政策とはほど遠いものと判断される。
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(3) 賃金決定機構の変容と賃金決定理論の変化 ... 
本論稿の 2節では，賃上げと関連させて，付加価値の労使間配分の技法につ
いて述べたが，ここでは，労働側に帰属した賃金原資の労働者間配分の技法，
すなわち，賃金体系管理についてふれることとする。
① 年功賃金制度の変容と職務給・職能給化の最近の動向
消費者意識・価値観の多様化，その変化の激しさは商品，サービスに対する
ニーズの多様化，激変を触発し，その結果，産業構造の多様化，変化の柔軟性
を要請し，技術革新は，それを可能とする条件を裏打ちする。となると，特定
企業（内部労働市場）で，終身雇用制，年功序列賃金制のメカニズムを通じて，必
要であると想定した特定労働力を，長期にわたって熟成していっても，その仕
立てあげられた熟練労働力が，いつ陳腐化するかわからないといった危険がと
もなうこととなる。したがって，各企業は， OJTなどを通じて， 教育・訓練
費を投入することのメリットが少なくなり，必要のある都度，特定資質の労働
力を人材派遣業のような「中間労働市場」から調達し，サービス面だけを目的
的，短期的に利用する傾向が強まりつつあり，この面からも，終身雇用慣行，
年功序列賃金制36)は，現在，その岐路に立たされているといえる。
ところで，年功序列賃金制度は，終身雇用制と不離一体の関係にあり，年功
制度の処遇的側面の機能を果たしていることから，終身雇用制の変容の影響を
受ける。労働市場がそれなりに流動性を高めていけば，長期雇用を前提とした
処遇のメカニズムは変更を余儀なくされよう。
しかも，技術革新の進展にともない，年齢・勤続年数といった属人的要素と
能力との相関度は著しく稀薄化される局面が多くなり，年功序列賃金制度は経
営側にとって合理的に作動しにくくなる。また，定年延長が一般化するにとも
36)日本の終身雇用制，年功序列賃金制は，硬直的なハードウエアの装置ではなく，歴史
的にみても，そのおかれた経済・社会環境に応じて柔軟に衣更えする流動的なもので
あったことに留意する必要がある〔拙稿「燃えるイラン一生活と労働ー」（日刊労働
通信社1971年）「序説」参照〕。
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ない， 勤続年数と能力との相関が一段と弱まっている高年齢層に， 従来どお
り，年功賃金制度を機械的に適用すれば，企業の賃金コスト負担は著大する。
したがって，企業は，高年齢層の定年延長による雇用保障と差し換えに，現行
の定年年齢以降はもちろんのこと，たとえば， 50歳を超えた年齢以降，年功賃
金カープを弱めようとする。かくして， 職務給， 職能給， 職能資格給などを
段階的，条件的に導入して，同一労働同一賃金の原則を体現しようとする傾向
が強まってきている。
③ 賃金決定機構の変容をもたらす諸要因の朋芽
諸般の情勢の変化にともない，既述したように，年功序列賃金制度の特色
とされた「属人賃金」は欧米的能力主義的「属職賃金」への移行が音沙汰さ
れているが，両者は全く異質のものではなく， 前者も， そのおかれている環
境のもとで， それなりに， 能力主義的機能を果たしてきたことも否定できな
ぃ37)。
ところで，欧米的な能力主義的賃金決定は，原理的には，経営サイドからの
需要法則をふまえた「効用理論」と労働サイドからの供給法則をふまえた「不
効用理論」との複合によ、って成立しているといえるし，そのことは，この種の
制度の基盤を構成している「職務評価88)」技法において， 前者は， 「重要性」
に，後者は，「困離性」に体現されているとみることができる。賃金決定への
現実面での支配力は，たとえば，労働市場が緩和すれば，経営面からの効用理
論にもとずき，仕事の「重要度」が重視されるが，労働市場がひっ迫すれば，
とりわけ，生産労働者の不足がはげしくなれば，不効用理論にもとずく「困離
37)拙稿「賃金体系の展望」 (1)~(3), 「1969年6月「労政時報」（労務行政研究所）およ
び "Intra-Firm-WageDifferentials between Skills, Occupations or Seniority 
〔I〕，〔I〕（関西大学「社会学部紀要」第17巻第 1号，第2号…1985年12月， 1986年
3月）参照。
38) 「職務評価」 (Job Evaluation) における評価要素の基本形は， 以下のようであ
る。
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度」が重用される。
．ところが，近年においては，労働力の需給状況とは一応関係なく，分配原理
の基調は，漸次，供給理論へ重心を移していくようである。つまり，ソフト社..... 
会化に向けて，人間能力の再評価，再開発の重要性が高まっているからともい
える。
このように，賃金決定理論において，供給理論が漸次，支配的になっていく
にともない，主として，その理論の担い手である供給サイドの最近の動向をみ
ていくことが，今後の賃金決定機構を展望するにあたって重要であろう。
既述したように，職務給，職能給等，能力主義的分配原理が一般化していく
過程にあって，以下に述べるように，この種の分配原理を根底から覆がえすほ
どのものではないにしても，ある種の変更をうながす意識的，実態的要因が現
われつつあることに留意すべきである。
R 経済・産業構造の変化
生産過程のオートメ化，ロボット化などにともない，生産に対する労働投入
の寄与度が間接的になっていき，生産または労働と，それによって得られた生
産物との関連も稀薄化し，ひいては，労働とその生産物の配分との関係が可視
的でなく，不透明になってきている。そのため，能力主義または効用主義的賃
金決定制度の合理性が問われる面も出ている。
また，サービス経済化にともない，物的労働生産性の測定にも技術的に問題
もあり，それと関連させた配分制度にも限界が出ている。さらにサービス財な
（注）（）内は， "Payfor Making Decisions" (writteu by T. T. Paterson 1984) 
にもとずく分類細目である。
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どの生産物が可視的， 実態的ではなくなっていく（たとえば，教育効果や医療効
果などの質的評価の測定39)は困難）ことも，サービス労働とその成果の配分との関
連を不分明にしている。なお，サービス財の価格や付加価値の高さは，その生
産過程で投入される労働の「努力」の多少や消費された「労働時間」の長短と
は必ずしもポジティプに結びつかないといったことも，労働の貢献度に応ずる
分配制度の妥当性を曖昧にしている面もある。ところで，貨幣が生産に投資さ
れ，そこで発生した利潤との関連で利子が形成されるといったプロセスを省略
して，ストレートにマネー商品に投入され，投機的利潤が乱舞している昨今の
情勢を背景に，物的または価値的生産物の産出と労働，さらには配分との関連
が軽視される傾向にあることはいなめない。
⑥ 労働者構成の変化
高齢労働者や女子労働者の比重が増大し，一種の社会勢力層を構成していく
にともない，従来，弱者への再配分（二次配分）としてのネガティプ性の濃い社
会保障的分配制度面から，ポジティプな「一次配分」としての「要求」的側面
を強めていくことになる。
高齢労働者は，現有投下能力は相対的に弱化してし・ヽるのであるが，過去にお
いて社会， 企業へ貢献度したわりに，その反対給付が不十分であった（低廉な
初任給から出発する年功序列賃金制度のメカニズムもあって）ことへのコンペンセー
．．．． 
ションとして，社会勢力として積極的に与論を形成していき，現有能力応報主
義的賃金制度に挑戦していくことになる。また，これまで「消費」型生活を基
盤としてきた女性が， 労働市場へ大量に進出し， その一部は， 生産能力的に
も，男性労働に伍し，• ある面では，それを凌駕するような傾向もみえ，社全勢
39)予防医学が治療医学に数段まさるように，企業再建の救済行為よりも，その事前的予
防措置が，また，営業実績よ・りも，その営業環境の下地造りの方がより評価されるべ
きであるが，後者の業績査定の技術的困難性もさることながら，その結果を配分に結
びつける理論武装はさらに困難である。また，研究開発活動の評価についても，同様
の問題が出てくる。
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力層としても発言力を強めていく状況にある。こうなると，生産労働一辺倒で
終始してきた男性によって形成されている現行の応能配分制度も，ある意味で
の見直しが予期される。
R 労働者（とくに若年層）意識の変化
生活水準も高まり，労働と余暇との選好において，余暇が優先視され，消費
が美徳とされ， 労働が罪悪視さえされる風潮が強まっており， しかも，「モノ
余り」を反映して，「モノ」や消費財は， 労働による生産によってもたらされ
たという観念は稀薄化し，天与の"GIVEN"であるといった発想が強まり，労
働→生産→生産物→分配というプロセスが忘れがちとなるどころか，場合にお
いては， このプロセスを逆流させるといったコンセプトが若年層の一部に強
い。このような状況を背景に，経営側が依然として，生産の寄与度に応ずる配
分技法に固執すれば， とりわけ， 若年層の一部の反発を買うことも懸念され
る。たとえばの話ではあるが，これを短絡的に結論ずければ，次のようなスト
ーリーにもなりかねない。すなわち，消費能力または消費意欲の旺盛な若年層
が，これとは裏腹に，生産能力が乏しいため，乏しい分配額しか与えられない
場合， そのギャップを埋めるため， 「イッキ」に，現金輸送車強襲などの犯罪
行為に及ぶ可能性すらある（全くの素人的推理にすぎないことを断っておく）。消費
能カ・意欲が大きければ，それを充たすだけの配分が与えられる権利があると
本気で考えるところに問題がありそうに思われる。生涯を生産に挺身し，その
挙旬のはて，その生産物を消費する能力も意欲もすりへらしてしまったような
経営陣にとっては，「寝耳に水」の発想ではあろうが。
それはともかく，最近，実態から遊離した意識や概念やさらには，価値観と
いった哲学的志向すら安易に持ち出され，未来のあらぬ空想または想像（創造
ではない）をかき立てる傾向が加速的に強まっている。 ところで， 上述した発
想や意識や概念が，将来の動向を先取りしたものかどうか，現実の「位相」を
変移させるほどの牽引力をもちうるものかどうか，なお，検討を要する点も多
しヽ。
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(4) 国際化と賃金決定環境の変化
「はしがき」でふれた問題提起を，若干，角度をかえて再述しよう。
たしかに，今回の円高は，その強烈な透視によって，これまで有機的構成と
いった表現でぽかされていた政治，経済，産業，社会間の骨組みやその仕組み
を，その肋骨の一本，一本にいたるまで，鮮かに照射し，また，その病巣をつ
きとめることに役立ったことは特筆大書すべき事件でもあった。これまでの日
本は，不断の工夫を積み重ねていく QC活動や爪に火をともすようなコスト節
減など，営々たる努力を不断に積み重ねて，物的，価値的生産性をあげ，ベラ
棒に高い地価すら含む諸般のコスト高を吸収し，破格の国際競争力を固持して
きたのである。しかしな力gら，急激にして大幅な円高は，まずは，輸出産業が，
相対的に競争力の弱い業種の順40)で，その努力の限界にぶち当たり，それを契
機にして，国民経済全般の矛盾や歪みが浮き彫りにされ，これまで国際競争外
に温存されていた土地，農産物，流通機構，金融機構などの諸問題も，検討の
姐上にあげられるようになったのである。
ところで， 4節でみたように， 1985年実労働時間当たり賃金は， 日本，
1314.5円，アメリカ， 10.47ドルであるということは，等質等量（これが問題だが）
の労働力商品の交換為替レー・ト（一種の購買力平価とみてよい）が，日米間で約 125
円(1314.5円+10.47ドル）であるということである。つまり，為替レートが125円／
ドルとなり，労働力の購買力平価と一致すれば，日米間の賃金格差は全く存在
40)通産省の分析によれば， 製造業における "G5"以降の円高の影響度を以下のよう
に， 5グループに分類している。
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①輸出比率が高いにもかかわらず，円高の打撃が小さいグループ…電気機械；精密
機械
③輸出比率が高く，生産が円高以前の水準を大きく下回ったグループ…輸送用機械
；鉄鋼；一般機械
③輸出比率が低いため，円高の影響が少なかったグループ…紙・パルプ；化学
④円高以降の輸入増によって生産が衰えた金属，非鉄
⑥以前からの生産低迷が円高により激しくなったグループ・・・石油• 石炭；繊維；窯
業
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しなくなるということである。このことは，かりに，労働力商品を貿易商品とみ
たてる（現在のところ現実性は乏しいが）ならば，両国間で輸入，輸出するメリット
はないということを意味する。ところが，1985年の実際の為替レートは，238.54
円／ドルであったから，アメリカの労働力商品は日本のそれの約 9割高(238.54円
Xl0.47ドル+1314.5円）ということになり，アメリカとしては， 日本の労働力商
品を輸入した方がかなり有利だという勘定になる。ところが， 1986年後半には
為替レートは， 156.32円／ドルにまで円高になったから，このレートで計算する
と，アメリカは，日本の 2割4分高にすぎなくなり，アメリカが， 日本の労働
力商品を輸入するメリットが著減したことを意味する。 1960年の名目賃金は，
アメリカが，日本の約 9倍（第9表参照）であったことを想起すれば，日本の賃
金の割安解消ヒ゜ッチは急速であり，それだけ， 日本の労働力商品の輸出力は弱
まったとみることができる。現実問題として，労働力商品の輸出入（国際間移動）
はきわめて限られているが，貿易商品のコストを構成する賃金コストが低いと
いうことは， 他の条件が一定であるとすれば， それだけ， その貿易商品の輸
出力を強めることになるから， かつての日本が， "CheapLabour", "Social 
Dumping"あるいは，「低賃金の輸出」といった批判もされたわけである。他
国が日本の安い貿易商品を使ったということは，間接的には日本の安い労働力
を使っていたことになり，つまりは，日本の労働力商品を輸入したとみること
もできる。しかしながら，このような「低賃金のメリット」は，高度経済成長
の成果の配分を受けるべく，＇日本労組の大幅賃上げを通じての日米間の賃金格
差の急速な縮小により，減少していった（もっとも，労働力の国際間移動が現実にお
こなわれたならば，国際広域労働市場において，労働力価格の平準化がいっそう促進され
るのだが，このような作用はおこらなかったが）。また， 日米間の名目賃金の格差縮
小に関しては，労働力価格の割高なアメリカが，貿易競争力の観点から，日独
との関係においても，相対的に，賃金の引上げを抑制せざるをえなかったこと
も計算にいれておく必要もある（第9表によれば， 1960年~1985年の名目賃金上昇率
は，日本の13.5倍に対し，アメリカのそれは， 4.3倍にとどまった。 もっとも，オイル・
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ショック後の1977年~1985年においては，第8表でみるように， 日本の名目賃金上昇率は
1. 52倍であるのに対し， アメリカのそれは， 1. 67倍と逆転していることに留意すべきで
ある）。それよりもなによりも， 最近における急激な円高が， 日米間の名目賃
金格差を決定的に縮小させたわけである（繰り返せば， 1986年後半の為替レートは
156.32円／ドルであるから， このレー トで計算すると， 日米間の名目賃金格差は約24形と
いうことであったが，為替レートがさらに円高となって125円／ドルと，労働力商品の購買
力平価並みとなれば， 日米間の名目賃金格差は全く消失することになる。このように，労
働力商品の価格も．円高という操作によって，国際間で漸次，平準化されつつあるとみる
こともできる）。
労働力商品にかぎってみれば，為替レートが125円／ドルに達するまでは， 日
本の労働力商品（実際には， 日本の貿易商品）がアメリカによって買いすすめられ
ていくということであり，またたとえ， 125円／ドルになったとしても，日本の
労働力商品が良質であるかぎりは，「非価格競争力」が働いて， なお；買いす
すめられるということになる。つまり，このような観点からみても，日本の現
行賃金が相対的にかなり低いということが傍証されるわけである。
ところで，以上の問題は，日米間で，それぞれの労働力や賃金の平均につい
ての比較であったが，労働力の銘柄によっては，この平均を境にして資質や賃
金が上下に分布しているわけだから，その銘柄ごとに，日米間で購買力平価が
異なるとみてよいであろう。だとすれば，日米間の為替レートが平均労働力の
購買力平価(125円／ドル）に近接していくなかで，相対的に割安な労働力で構成さ
れている貿易商品の競争力はなお維持され，その種の商品はなお，買いすすめ
られることになるであろう。このようにみていくと，労働力商品は，国際間を
現実に移動してはいないが，間接的には移動し，国際的基準によって評価され
ているということになる。上述したように， 1960年時の日米間の名目賃金格差
は約 9倍〔第9表でみたように，時間給， 日本， 93.32円， アメリカ， 2.29ドルであっ
たから，労働力商品の購買力平価は， 40.75円／ドルであり，固定為替レート360円／ドル41)
41)日米間の為替レートの推移は以下のとおりである。 1949年以降360円／ドルの固定レー
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との関係から， 日本の労働力商品の価格はアメリカの約―(40.75円+360円）となるJ
、 9
であったのだが，為替レートが変更されないままに，低賃金労働力を「輸出」
しつづけていた勘定になる。 1985年現在，かつての条件とは様相を著しく異に
はしているが42), 既述したように，労働力商品に関するかぎり，為替レートが
約 125円になるまでは，なお，日本の競争力が強い（反面，低賃金である），つま
りは， 日本の貿易競争力が全般的に強いということができるわけである。な
ぉ，これを業種別にみると，良質な労働力のわりに，相対的に賃金が低<, し.... 
かも労務費の割合が大きい労働集約業種（現在では，自動車，電気製品などは， この
分類にはいる）で， しかも相対的に労働生産性が高い業種の競争力が強いという
ことができる。
• 今後は，物の輸出入を通して労働力を間接的に輸出入するといった従来の方
式から脱して漸次，労働力の国際間移動が活発化するであろう。しかも，西ド
イツその他でみられる GastArbeiterというた出稼ぎ型労働ではなく（現行の
日本は，単純労働力の流入を規制している）， 現地生産にともなう管理職，技術職の
国際移動とか，海外企業からのスカウトなどを通じて，高級労働力の価格の平
準化が直接すすむことになるであろう 43)0 
卜；ニクソン・ショック後の 1971年12月~1973年2月308円／ドルの暫定固定レート
（スミソニアン・レート： 16.88彩の円高）；それ以降，本格的変動相場制（参考： 1973 
年10月，第一次オイル・ショック）。
42) 1960年当時は，アメリカヘ輸出した日本の主力商品は，繊維，雑貨など，典型的な労
働集約業種であり・，アメリカ重工業の核心をゆさぶるものではなかった。この点につ
いては，拙著「世界の民情・ 労働事情一欧米中近東の旅より＿」 (1960年， 長野労働
基準協会）中から，海外生活実感を綴った一文を紹介する「……物価構造について，
一言しますと，雑貨，食料品，サービス料等は馬鹿々々しいほど高いアメリカも，テ
レビ等の電機器械製品とか自動車類の高級製品は公定レート (360円／ドル）で換算し
てみても， 日本よりも安くつくようです。したがって，関税抜きで日本へ密輸すると
いうケースも起るわけです。……）。〔●…は筆者が，今回打ったものである〕。
43)欧米の多国籍企業は， "InternationalCadre"・ に，国際的に評価基準を統一した人事
考課， 自己申告， 目標管理制度を実施し．，国際職能資格制度を適用している（花田光
世「日本企業の国際化」 1987年2月13日， 日経新聞）。
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実質賃金については， 4節で詳述したように，日本は，高度経済成長期に，
消費者物価を大幅に上回る名目賃金上昇率を実現し，アメリカの水準に急速に
接近した。すなわち， 1960年， アメリカの実質賃金は， 日本のそれの 4.84倍
（フィシャー 式，第9表）であったが， 1977年， 2.03倍（フィシャー 式，第8表）と大
幅に縮小した。その後， 実質賃金格差は縮小せず， 1985年， 2.1倍（フィシャー
式，注20)とかえって拡大した44)。また，最近の円高は，コスト高を通じて日本
の輸出競争力を大幅に弱めたが， 反面， 円高による輸入物資の価格低下によ
り，国内の同種商品の価格を低めるなどして国内物価を安定，さらには低下さ
せ，実質賃金を高めていくことが期待されるが，それを制約する制度的要因も
多い。
さて，日本の実質賃金を絶対的に高めるためには，国内の物価水準を低める
ベ<,土地価格，サービス財価格などので低下をはかるとともに，農産物支持
価格の見直しとか，流通機構の近代化などを通じて，円高による貿易商品価格
の低下を消費者に均震させるような措置がとられることが必須である。また，
日本の実質賃金を相対的に高めるには，円高によって有利に換算された名目賃
金を，海外で有効に消費するという生活パターンをとることが考えられる。他
国の消費構造や物価構造が異なるため，過渡的には不利な消費パターンをとる
ことを余儀なくされるであろうが，定住を通じて，漸次，このギャップは解消
されていくであろう。最近，プームを呼びつつあるカナダ，スペイン，オース
44)注15)で紹介した論文で引用した OECD"Economic Studies"•(1985年 9 月）によ
れば， 日本を含む OECD加盟国における貨上げ率を被説明変数，名目貨金上昇率お
よび失業率を説明変数として W=ao+a,PC-a2Uという重回帰賃金関数式を導出し，
(1964~1983年） (W=賃上げ率； PC=消費者物価上昇率； U=失業率； a。，a1,a2=係
数） "a,+az" (「実質賃金の硬直性」）は， 日本が異常に低い，つまり， 消費者物価上
昇率を保障して， 実質賃金を維持しようとする力よりも， 労働市場の需給圧力が強
く，不況下では実質賃金の維持が他国にくらべ，困難なことを指摘している。この結
果は，既述した注21)と異なるが， これは， 使用された統計の相異もあるが，なお，
検討を要する。
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ラリアなどでのセカンドハウスの設計とか日本で取得する年金の送金による外
地での老後のセカンドライフ（「シルバープラン」の1つに数える人もあるが，「楢山
節考」の海外版と皮肉る人もいる）などは，これと無関係ではないであろう。
なお，実質賃金の引上げまたは充実という問題に関しては， 上述したよう
に，消費者物価の安定さらには引下げを通じて，賃金購買力の拡充がはかられ
るとともに，海外への移住問題もあるが，さらに，重税感の強い現行の勤労者
所得への課税措置の抜本的改善によって， 「手取り賃金」の充足をはかること
が切望されている。これは，社会保障制度を通じての再配分制度の見直しと並
行して，国民階層間での公正配分の観点から考慮されるべきだし， 2節および
5節の(3)で述べた賃金制度を通じての労使間配分とか労働者間配分とかも，こ．． 
の視点に立って再検されるべきである。労組も，かつての主婦連の「おしゃも
じ」的な物価引下げ運動といったものではなく， 物価構造そのものの改善（物
価構造の再編は，国民全階層間での所得の再配分につながる）に腰を据えて取を組む
べきであるし， 「賃上げ要求不発」の申し訳としてではなく，政策・制度改善...... 
要求を正面に据えるべきであり，一般組合員も，短絡的に，目前の成果のみを
組合組織に期待すべきではないであろう。
なるほど，イギリスの炭坑や，アメリカの鉄鋼，自動車の長期ストが産業の
国際競争力を弱め，その反省のうえに立って， 欧米の労使（とりわけ，使用者側）
は，日本の「企業別組合」モデルを真剣に研究する動きもみられるのも事実で
はある。といって，長い歴史を通じて形成されてきた労組組織がにわかに変質
するものではないであろう。
教科書風に記せば:,農村から都市への出稼ぎ，農村への還流などの形態をと
りつつ， 農民から産業労働者， また， その逆へと就業形態を容易に変化させ
てきた日本の労働者層は， 産業労働者として都市にふみとどまり， 産業資本
に対抗する切迫性と必然性とを欠いていた。これに対し，地主の Enclosure
Movementのあふりをくって，土地を追われ， ロンドンなどO_).大都市の工場
へ流入した，かつてのイギリス小作人たちは，農村へ還流するルートを失い，
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テムズ川を背に背水の陣を布いて，使用者側の苛酷な待遇に対抗して，労働組
合を組織したといわれる。日本の労働組合が，経営側と「手をとり合って，渡
れば，こわくない」式で，勤労者福祉に対する長期的展望も欠いたままに，経
営側（最近，深酷な不況下で， 日本経営もアメリカナイズされ，その展望も短期化しつつ
あるともいわれる）のさそいに乗って，その場，その場で， 遮二無二， 国際競争
を勝ち抜いていくことの代償はいったい何なのか反省すべきことも多い。今こ
そ， 個別企業の枠を超えた労組組織の体質と運動の理念とがもとめられてい
る45)。なお，このような傾向は，国民経済的視野さらには国際経済的視野に立
った労働市場の調整が漸次すすめられ，この種の広域労働市場で労働者層が流
動性を強めるにともない，その意識も存在も「脱企業」・的となっていくことに
より，強められていくであろう。
そうでないと，個別企業の労使が骨身をけずり，血の滲むような思いで賃下
げを含めて，コスト節減に努めた業種，企業は，たまたま，国際競争裡で生き
残ったとしても，これと同種の相手国の業種，企業は，それに対抗すぺく，ま
たまた，それなりの円高を強要してくるとなる46)と，そのレートではすでに，
太刀打ちできなくなった業種，企業（たとえ「比較優位」の立場から，さらには，国
内の産業構造上の位置付けからみて，十分に存在意義をもっていると判断されたにして
も）はそのあおりを受けて，国際市場からの撤退を余儀なくされるであろう。
石油をはじめとする天然資源のほとんどを持たない日本が，それらを取得する
ための外貨獲得のための輸出産業の必要性は依然として高い。民需生産を無視
45)同盟は， 1987年11月19日を期して解散し，民間労組の全国組織である全民労協が11月
20日に発足させる「連合」に参加することに決定している。しかしこの改組が，筆者
のいぅ労組組織の強化につながるかどうかについては，今後の動向を見守る必要があ
る。
46)競争力の弱い業種を含め，一律に規制する為替レートの操作による円高政策よりも，
競争力の強い特定業種への課徴金を規定する貿易保護法の方がむしろ被害が少いとす
る意見もあり，また，円高は， ドルに連動する円借款国の債務負担を増大するとか，
ドル安にともなうアメリカ国内のインフレを懸念するなど円高にブレーキがかかると
する見方もある。
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した過大な輸出産業優先政策が現在，問われているのである。輸出産業構造を
一挙に解消して，草木も靡くように， 「内需拡大」を大合唱することも問題が
多い。これと同様の論理でいけば，第二次産業は解消して，第三次産業一辺倒
へ走るのも，実体経済を全くふまえないサービス産業がどのように空疎なもの
か一考すべきである47)0 
ところで，内需拡大政策48)について，一考する必要がある。すなわち，政府
は，貿易摩擦の批判をかわすべ<,火の付いたように，内需拡大政策を唱導し
てみても，以下に述べる対策なくしては，いたずらに混乱と無駄とを振りまく
だけに終わりそうである。たとえば，貸出し金利を引下げても，国内に魅力の
ある投資誘因が醸成されなければ，「投資」機運は高まらず，マネーゲームと化
して，「投機」に走る危険が多い。また，預金金利を引下げたり，「マル優」を廃止
すれば，預金引出しがふえ，消費性向が高まり，内需拡大につながるとする発想
も短絡にすぎる。日本の高い貯蓄性向は，生活防衛的強制貯蓄の性格が強い49)
から，預金金利を引下げれば，預金を引出すどころか，利子額の目減りを埋め
るべく，逆に，貯蓄額のトータルをふやす結果になる可能性も高い。また，公共
事業を活発にして，所得を創出するとか，社会保障給付の増大，所得減税など
で，有効需要を喚起しようとしても， これまでの輸出産業優先的な産業構造
を，国内向け産業優先的な産業構造へと転換しないかぎり，円高による輸出の
頭打ちから，輸出向けの自動車や家電が，一転して，洪水のように，国内市場
に逆流すれば， そのことからくる混乱（駐車場や道路の渋滞を視よ。また，家電で
47) E本電気関本忠明社長などは，「2.5次産業」の重要性を提案している。
48)内需拡大政策に関する以下の記述の大半は，拙稿「労務管理の本質・体系・展開と最
近の諸問題(II)一新しい勤労者像をもとめて一（「月刊労働」 1986年 10月号・大阪労
働協会） W国際化の要請と労務管理一—ーとくに，急激な円高が意味するもの一~から
借用したことを断っておく。
49)日本の貯蓄性向は約18形と，アメリカの 5形をはるかに上回るが， 日本はその約28%
は，掛け捨てではない生命保険（アメリカの保険は掛け捨てなので統計上は「消費」
の項目にいれ．られている）であり， 30%近くは住宅ローンなどの借金の返済金である
（大前研ー著「大前研一の新国富論」講談社， 1986年10月）。
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充満する「兎小屋」を想像せよ。），さらには， いわゆる，現状においても高すぎる
・「生活物資」の価格をさらに高騰させるなどして，勤労福祉の「空転」は目を
おおうものがあろう 50)。また，労働時間短縮，とりわけ，完全週休二日制が徹
底すれば， レジャー産業をはじめとして， 2兆8千億円（労働省）， 3兆円（通産省）
の消費を喚起するという試算もあるが，その相当部分は，安っぽい娯楽産業に
消えていくことも懸念され，国民福祉の観点から問い直すべき問題も多い。結
論的にいえば，現行の「産業」基盤育成政策（とりわけ，輸出産業優先政策）を清
算して，「生活」基盤育成産業を振興，強化することが急務といえる。
すなわち，農業の近代化，合理化による生産性の飛躍的増大，農産物価格支
持機構の見直し，流通機構の整備による輸入物資の円高メリットの還元などに
より，食料その他の生活基礎物資を確保するとともに，土地改革を通じての宅
地造成などによる＇住宅環境の改善，医療環境の拡充，老人，児童，心身障害者
等の福祉環境の抜本的充実， 公園， 緑地等自然環境の整備， 教育（とりわけ，
高等教育）制度の改善などに本格的に取り組むことであろう。 もっとも， これ
らのうちの次元の高い「生活物資」は，内需拡大のための目玉商品としては，
消費ニーズが弱いのではないかと懸念する向きもある。もしそのことが事実だ
とすれば，その一因は，長期間にわたる低い生活水準が低い生活意識を定着さ
せ，欲望水準の次元を高めてこなかった（「恒産なくして，恒心なし」）悲しい歴史
にあることを反省すべきである。
たしかに，名目賃金はむろんのこと，実質賃金などの「フロー」所得は，そ
れなりに改善されていることは事実としても， 「ストック」の貧困はいまだに
解決をみていない。
発展途上国の援助計画（コロンボ計画）にもとずいて，革命前のイラン政府で仕
事をした後，．訪欧した筆者の，この問題に関すこ感想の一部を最後に紹介して
50)円高により割高になった点も多いが， 賃金購買力でみても， 日本で割高なものも多
い。最近の日本の物価沈静を評価する向きもあるが，これは「高値安定」しているに
すぎない。
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おこう。
『……しかしながら，たとえば，イギリスにおける労働者福祉水準の高さ，
とくに，個人家庭ならびに社会が蓄積してきたストックの根強さは驚嘆に値い
する。いな，日本の勤労者世帯にあって，別段の過失もなく勤勉に働きとおし
て，勤続を重ねた定年間ぎわの中高年層が，子女の教育費におびえ，マイホー
ムの建設のために，利子の計算に明け暮れざるをえないストックの貧困さこそ
三考に値いするというぺきであろう。「日本の経済発展よ。いずこに行きたま
う」と「クオ・ヴァデス」的設問を発せざるをえないのである。余暇や週休の
増大が叫ばれても，その利用の仕方に戸惑うほどにも貧困な生活経験しかもた
ないあわれなほどにも勤勘な日本人なのである。日本人はフローにおける物質
的貧困は一応克服したが，ストックの不足に大きく原因する精神的貧困はその
ままにしておいた。………51)」
といった16年前の筆者の設問に対しては，最近．話題を呼んでいる「国富ん
で， 民貧しい」52)といった問題提起にもみられるように， 現在においてもまっ
とうな「解」が得られていないようである。
むすび
アメリカにおける二次産業の空洞化は，その上に立って威力を発揮してきた
ドルの凋落，危機と裏腹の関係にあるといえる。そのアメリカは，今後，高度
なソフト社会を構築し，その上に立って，不死鳥のごとく，装いもあらたに，
ドルを再生させるかもしれない。
二次産業を降板したドルに変わって登場してきた円，マルクも，二次産業に
固執するかぎり，現在のドルのような運命をたどることを否定するわけにはい
かない。現在の日本は，二次産業を徐々にテイク・オフし，高次なソフト社会
ヘソフトランディングできる基盤を熟成させていく時期にあるといえる。
51)注36)の同書参照。
52)注49)の同書参照。
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労働，賃金に関しては，以上において，あらかた問題点を出しつくしたつも
りである。今後の日本は，産業構造を越えた次元で，既成の価値観を全面的に
問い返し， そのうえで， 労使間，労働者間での配分原理において， 「公正」，
「適正」さらには，「妥当」といった価値基準を合成し直し， そのカンバスの
上で，春季賃上げの構図を画き切ることがのぞまれる。
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